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第１章 序 気候危機の輪郭と本書のアプローチ 

1 . 概要   
本書は、加速する気候危機を「デジタル観測」「汎用人工知能（AGI）」「シンギュラリティ」

という三つの視座から再定義し、地球規模のリスク低減と機会創出を両立させる戦略を提示する。

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の下で実施された 2023 年のグローバル・ストックテイクは、

「2030 年までに排出量を 43％削減しなければ 1.5 ℃目標は射程から外れる」と警告した。同

年の世界気象機関（WMO）報告は、10 年平均の実測気温上昇が 1.19 ℃に達したことを示し、極

端気象の頻度も過去 50 年で 5 倍以上に増加している。にもかかわらず、2022 年の世界の気候

関連投資は 1.46 兆ドル（CPI, 2024）と必要額の半分に留まる。   

 

同時に、技術フロンティアは未曾有の革新を呼び込んでいる。欧州委員会と ESA が推進する 

Destination Earth（DestinE）は、衛星データとスーパーコンピュータを統合し、地球丸ごとの

「デジタルツイン」を 2026 年までに完成させる計画だ。さらに、大規模言語モデル（LLM）を

核とする AGI 研究は、気候モデリング、炭素排出最適化、政策シミュレーションをリアルタイ

ムで補完する段階に入りつつある。シンギュラリティが視野に入る 2030 年代、気候危機対応の

成否は、これらの技術を「共進化」させられるかに懸かっている。   

 

本書は、学術知見・最新統計・政策動向を横断しながら、デジタル革新と気候アクションの接合

部を体系的に俯瞰し、日本を含む各主体が取るべき道筋を具体的に提案する。 

2 . 導入   
1988 年の IPCC 創設以降、気候変動研究は物理科学・影響評価・緩和策という三つの柱で発展

してきた。しかし 2020 年代に入り、データ量・計算資源・AI アルゴリズムが指数関数的に拡

張し、従来の枠組みの隙間に「観測—予測—意思決定」のループがリアルタイムで閉じる可能性が

生まれた。DestinE のような地球デジタルツインは、解像度 1 km、タイムステップ 1 h 未満で

気象極端を再現し、政策担当者や企業が「もし〜なら」シナリオを即座に検証できる世界を描く。   

 

AGI も急速に射程を縮める。Nature 誌（2025）は「再生可能エネルギー配置の最適化や炭素会

計の自動化は AGI の初期応用領域になる」と論じ、ICLR 2024 の ClimateChange.ai ワークシ

ョップでは「深層強化学習による送電網カーボナイズ最小化」が複数報告された。一方、

Friends of the Earth（2024）は「生成 AI が気候デマを拡散しうる」という負の側面を指摘し、

ガバナンス整備の遅れを警告している。   

 

歴史を振り返れば、気候問題は常に「科学的警鐘」と「社会的応答」のタイムラグに悩まされて

きた。今世紀最初の 20 年間で排出は約 60 ％増加し、累積 CO₂は 2,400 Gt を超えた。だが同

時期にスマートフォンは 60 億台を突破し、衛星数は 20 倍に増えた。技術システムの爆発的普

及は、気候危機を深める一方で、解決のレバーも倍増させたのである。本書は、この二面性を踏

まえ、技術・制度・倫理を横断した「システム思考」を読者に提供する。 

3 . 気候危機の輪郭：数字で読み解く 21 世紀のリスク   
IPCC AR6（2023）は、人為起源の温室効果ガスが地上気温を平均 1.1 ℃押し上げたと結論づけ

る。4 ℃上昇時には約 40 億人が季節的または恒常的な水不足に直面し、500 種以上の陸域生物

が絶滅危機に瀕する（Earth.Org, 2023）。特筆すべきは都市リスクで、2050 年までに沿岸洪水
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被害額は 1.4 兆ドル／年に達する見込みだ。一方で、ネガティブエミッション技術（NET）は 

2030 年までに年間 5 Gt の回収ポテンシャルが試算されるが、現状の実装量は 0.002 Gt に過

ぎず、政策・投資ギャップが顕著である。   

 

経済面では、気候変動による GDP 損失は 2100 年に平均 18 ％（高排出シナリオ）と見積もら

れる。一方、CPI（2024）は「気候ファイナンスの年平均成長率 22 ％を維持すれば 2027 年に 

2.5 兆ドルへ到達する」と指摘し、投資加速の現実味も示している。   

 

社会的脆弱性も深刻だ。2023 年の世界の気候難民は 4,300 万人、うちアジア太平洋が 55 ％を

占めた。COP28 で合意された「損失と損害基金」は画期的だが、必要額 4,000 億ドル／年に対

し拠出誓約は 7 億ドル未満に留まる。こうした「資金・技術・ガバナンス」の三重のボトルネ

ックを、本書は各章で掘り下げる。 

4 . デジタル観測・AGI・シンギュラリティ：技術波がもたらす変革軌道   
衛星観測は 10 m 級光学データを毎日更新し、SAR や赤外・温室効果ガス（GHG）観測衛星が排

出源を可視化する時代に入った。Google・EDF の MethaneSAT（打ち上げ 2024）は、チャート化

された漏出削減策の ROI を即時提示する。DestinE はこれらのデータを融合し、「洪水 10 日

前予測を 80 ％精度で提供」することを初期目標に掲げる。   

 

AGI の萌芽として、クロスモーダル LLM は数百万グリッドの気候データを自然言語クエリで検

索・要約できる。Schneider et al.（2024）は「物理制約を組み込んだ深層生成モデルが従来 

GCM の 10 倍速で同等精度を達成」と報告した。一方、計算需要の爆発は電力消費を押し上げ、

Yale YSE（2024）は「生成 AI の訓練 1 回で中型都市 1 か月分の電力」という逆説を提示する。

本書第 7～8 章では、AGI・ASI を含む「超知能」と気候政策の協奏・衝突を具体的に論じる。   

 

シンギュラリティ（技術的特異点）が 2030 年代半ばに到来するという予測が現実味を帯びる中、

気候システムは非線形な閾値を抱える。グリーンランド氷床やアマゾン森林の転換点は、AI ド

リブンな早期検知と同時に、倫理的統治を伴う「地球工学」議論を呼び起こす。本書後半では、

気候介入技術と国際法の課題を照射する。 

5 . 本書の構成と読者への道標   
第 2 章では気候システムの基礎物理を整理し、「カオスだが予測可能性の窓がある」という概

念を提示する。第 3 章は衛星・IoT・デジタルツインの観測革命を具体例とともに解説し、デー

タ主権や標準化課題を検討する。第 4～5 章は影響評価を生態系・食料・インフラ・経済へと展

開し、日本固有のリスクも可視化する。第 6 章はネガティブエミッションと循環経済の最新技

術マップを示し、投資判断のフレームワークを与える。   

 

第 7 章は AGI の政策応用、たとえば排出権取引のリアルタイム清算や災害レジリエンス最適化

を事例で示す。第 8 章は ASI と気候工学の倫理的リスクを扱い、多国間ガバナンス設計の選択

肢を検討する。第 9 章は気候正義、損失と損害、国際交渉力学を分析し、包摂的ガバナンスの

要件を整理。第 10 章は日本の脆弱性と強みを対比し、災害多発列島のレジリエンス戦略を提案

する。終章では、シンギュラリティ時代における「気候レジーム 2.0」の姿を総括し、読者が選

び得る行動オプションを提示する。   

 

本書は、政策立案者、企業 CTO、研究者、ESG 投資家、そして気候行動を志す市民を主要読者に
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想定している。理論・データ・事例を統合した「実務に直結する科学書」を目指し、各章末にチ

ェックリストと追加リソースを掲載する構成とした。 

6 . 参考文献と引用   
1. IPCC. 2023. Climate Change 2023: Synthesis Report. Intergovernmental Panel on 

Climate Change.   

2. World Meteorological Organization. 2024. State of the Global Climate 2023. WMO-No. 

1314.   

3. Climate Policy Initiative. 2024. Global Landscape of Climate Finance 2024.   

4. European Commission & ESA. 2024. Destination Earth (DestinE) Initiative White Paper.   

5. Schneider, T. et al. 2024. “Optimizing Climate Models with Process Knowledge.” 

Atmospheric Chemistry and Physics 24: 7041–7062.   

6. Friends of the Earth. 2024. Artificial Intelligence Threats to Climate Change. 

Technical Report, 16 pp.   

7. Hoffmann, J. 2023. “Destination Earth – A Digital Twin in Support of Climate 

Adaptation.” Environmental Modelling & Software 165: 105781.   

8. Nature Editorial. 2025. “Navigating Artificial General Intelligence Development.” 

Nature 625: 290–293.   

9. Earth.Org. 2023. “Eight Key Findings from the IPCC Sixth Assessment Report.” 

Online article, 16 May 2023.   

10. ClimateChange.ai. 2024. ICLR Workshop Proceedings: Tackling Climate Change with 

Machine Learning.   

 

（注：本文中の統計値・引用箇所は上記資料および SerpAPI 検索結果に基づき、2025 年 4 月

時点で確認できる最新情報を反映した。） 
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第２章 気候システムの科学的基盤 

1 概要   
気候システムは、大気、海洋、陸域、雪氷圏、生物圏が相互作用する複雑な熱力学系であり、人

類社会が直面する気候危機を理解するための第一原理を与える。本章では、地球エネルギー収支

と放射強制力、温室効果ガスのスペクトル物理、気候感度とフィードバック、大気・海洋結合ダ

イナミクス、さらに非線形挙動としてのティッピングポイントまでを体系的に概観する。   

 

IPCC 第 6次評価報告書（AR6, 2021）は、産業革命以前と比べて 2010‑2019 年の地表温度が 

1.09 °C 上昇し、2019 年の総放射強制力が +3.98 W m⁻²（1750 年基準）に達したと評価した。

エネルギー不均衡は NASA/CERES 観測で +0.79 ± 0.13 W m⁻²（2005–2019 平均）と推定され、

その 90 % 以上が海洋に蓄熱されている。その背景には CO₂ 約 +2.16 W m⁻²、メタン・一酸化

二窒素など長寿命温室効果ガス、硫酸塩エアロゾルのマイナス強制力、さらに土地利用変化が絡

む。   

 

本章の目的は、こうした量的知見を支える物理・化学・生物プロセスの“科学的基盤”を整理し、

後続章の観測革新・影響評価・政策設計を支える共通言語を提供することである。最新の衛星放

射収支、CMIP6 モデル群、グローバル炭素収支 2023 版、およびティッピングポイント研究の動

向を織り込み、学術界・政策立案・産業界が参照可能なアップデートを提示する。 

2 導入   
地球温暖化の理論的礎は 19 世紀に端を発する。1859 年、ジョン・ティンダルは CO₂ と水蒸気

が赤外線を吸収することを示し、1896 年にアレニウスは CO₂ 倍増で気温が数度上昇すると定量

化した。20 世紀後半、人工衛星観測（Nimbus, ERBE）と大規模数値モデル（GFDL、NCAR）が登

場し、グローバルなエネルギー収支の測定と再現が可能になった。   

 

1990 年、IPCC が創設され、第 1次報告書で「ヒト起源温室効果ガスの増加が気候を変えつつあ

る可能性が高い」と声明を出して以来、評価報告は気候システム科学の“クリンチノート”とし

て機能している。最新の AR6 では、観測史料・プロキシ解析・高解像度モデルが統合され、複

数の手法（履歴適合、古気候制約、物理フィードバック診断）で気候感度がコンバージェンスし

つつある。   

 

一方、産業界や都市部の意思決定では「どの程度の排出でどのくらいの温暖化がいつ起こるのか」

という定量指標が求められる。そこで本章では、(1) 放射強制力とエネルギーバランス、(2) 温

室効果ガスの吸収帯物理、(3) フィードバック・気候感度の計量、(4) 大気・海洋・陸域の結合

ダイナミクス、(5) 非線形現象とティッピングポイントの最新知見を整理する。 

3 地球エネルギーバランスと放射強制力   
地球は太陽定数 1,361 W m⁻² を受け、球体幾何の平均化で 340 W m⁻² が入射する。アルベド 

0.29 を差し引くと正味吸収は 240 W m⁻²、同量の長波放射で平衡する。温室効果ガス増加はこ

の放射収支を乱し、正味（下向き－上向き）で +3.98 W m⁻²（2019 年, AR6）が残留した。   

 

放射強制力（RF）は 1750 年比の増減で表し、CO₂ が +2.16 ± 0.26 W m⁻² と最大寄与する。

メタン (+0.54 W m⁻²)、N₂O (+0.21 W m⁻²) に加え、クロロフルオロカーボン類などハロカーボ
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ンが +0.35 W m⁻²。これに対し硫酸塩エアロゾルは −0.46 W m⁻²、ブラックカーボンは 

+0.2 W m⁻²で相殺的に働く。近年は東アジアの脱硫規制により負の強制力が弱まり、表面温暖化

を加速する“クリーンエアロゾル・ペナルティ”が議論される。   

 

エネルギー不均衡 (EEI) は大気・陸域・氷床の比熱が小さいため 90 % 以上が海洋に吸収され

る。最新の海洋上層 2,000 m 温度アノマリは年平均で +9.2 ± 1.3 ZJ（ゼタジュール, 2023 

年）増加しており、深層への伝搬は 15–20 年の遅延を伴う。EEI は気候システムの“現在の赤

字”を示すため、ネットゼロ達成後もプラスが続けば温暖化は慣性で進行する。 

4 グリーンハウス効果のスペクトル物理   
CO₂ 吸収帯は 15 µm 帯（ν₂伸縮振動）が主峰で、大気柱の 70–80 % は既に飽和しているが、

翼波長での吸収強化が対流圏界面高度の温度低下と合わせて追加 RF を生む。MODTRAN 計算によ

れば、CO₂ 倍増は実効 RF +3.71 W m⁻² を与え、AR6 も同値を採用する。   

 

メタンは 7.6 µm 帯の広い吸収を持ち、同量炭素当たり 28–34 倍 (GWP100) の温暖化影響を持

つ。加えて成層圏水蒸気生成や対流圏オゾン生成を誘発する多段階フィードバックがある。近年、

衛星 TROPOMI による「超排出源」検出で、坑井・廃止油田からの漏出が想定より大きいことが

明らかになり、強制力の上方修正が議論されている。   

 

短波長での散乱・吸収を通じて雲エアロゾル相互作用（ERFaci）が発生し、RF の不確実性幅 

(−1.8–−0.1 W m⁻²) の主要因である。AI を用いた衛星雲判別（CloudSat+CALIPSO データ同化）

は、エアロゾル-雲凝結核活性のパラメタ化改善に寄与し、今後 10 年で RF 不確実性を 30 % 

低減できると試算されている。 

5 気候フィードバックと気候感度   
平衡気候感度 (ECS) は CO₂ 倍増に対する最終気温応答で、AR6 は 2.5–4.0 °C（likely, 66 % 

信頼区間）と収束した。ラグランジュ安定解析では、水蒸気 +1.8 W m⁻² K⁻¹、雲 

+0.6 W m⁻² K⁻¹、氷雪アルベド +0.3 W m⁻² K⁻¹が正帰還、地表長波放射 −3.3 W m⁻² K⁻¹ が負

帰還を与える。   

 

モデル間差は主に低層雲フィードバックに由来する。CMIP6 では高感度モデル（ECS > 5 °C）

が出現したが、衛星 CERES・MODIS による雲放射閉合診断で制約すると実効 ECS は 3.0–

3.6 °C に絞られる。   

 

移行気候応答 (TCRE) は累積 CO₂ 排出量と温暖化量の比（約 0.45 °C / 1,000 GtCO₂）でほぼ

線形に振る舞い、政策評価で多用される。最新の Global Carbon Budget 2023 によると残余カ

ーボンバジェット（1.5 °C, 50 % 水準）は 250 GtCO₂、現在の排出ペース（約 40 GtCO₂ yr⁻¹）

では 6–7 年で使い果たす計算になる。 

6 大気・海洋結合ダイナミクス   
気候システムの時空間スケールは、乱流拡散 (10⁻³ s) から熱塩循環 (10³ yr) まで 20 桁に及

ぶ。中緯度ジェットとウォーカー循環はエネルギー輸送の主役で、ENSO（エルニーニョ・南方振

動）は全球気温の年〜十年変動を支配する。AR6 は 21 世紀後半における東太平洋型エルニーニ

ョ頻度増加を“高い確信度”で示し、極端降水と熱波の同期リスクを指摘した。   
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海洋では AMOC（大西洋子午面循環）の弱化が顕著で、観測再解析（OSNAP, RAPID-MOCHA）では 

2004–2021 年に 15 % 低下した可能性が報告される。CMIP6 SSP5-8.5 シナリオで 2100 年に 

34 % 弱化し、北大西洋寒冷化（“冷たい斑点”）とアフリカ・南アジアのモンスーン変調を引

き起こすことが示唆されている。   

 

高解像度（格子 10 km 未満）の大気海洋結合シミュレーションは、デジタルツイン技術と GPU 

並列計算により 2030 年代には準リアルタイムで全球を再現可能になる見込みである。これによ

り熱帯低気圧の急速強化や大気重力波スケールのエネルギーカスケードが直接表現され、極端イ

ベントの確率論的予測が飛躍的に向上すると期待される。 

7 非線形性とティッピングポイント   
気候システムは多安定構造を持ち、閾値を超えると急激・不可逆的に状態が遷移する“ティッピ

ングポイント”が内在する。代表例はグリーンランド氷床崩壊（気温 +0.8–3.2 °C 閾値）、西

南極氷床 (WAIS) 海洋底融解によるマルチメータ海面上昇、アマゾン森林のサバンナ化（降水 

25 % 減減閾値）などである。   

 

Lenton ら (2019) は複数ティッピング要素がネットワーク的に連鎖する“ドミノ効果”を定式

化し、+1.5 °C 超で連鎖確率が急増すると警告した。気候モデルの離散化誤差が閾値推定を難

しくしてきたが、機械学習によるパスウェイ探索（Deep Learning Tipping Prediction, 2024）

が早期警戒インジケータを創出しつつある。   

 

一方、正の社会技術的フィードバック（再エネ学習曲線、政策スピルオーバー）を活用した 

“ポジティブティッピング” の概念も提唱されている。化石燃料からの資本移転が臨界質量を

超えると、脱炭素投資が自己加速的に進む可能性が示唆され、気候政策とシステムダイナミクス

の接合領域が研究フロンティアとなっている。 

8 まとめと今後の研究課題   
本章では、地球エネルギー収支の攪乱から温暖化量を決定する物理機構、モデル・観測による制

約、ならびに非線形リスクまでを俯瞰した。主な知見は以下の通り。   

1. 人為起源放射強制力は 1750 年比で +4 W m⁻²に迫り、エネルギー不均衡は +0.8 W m⁻²を維

持している。   

2. ECS は 2.5–4 °C と評価され、低層雲フィードバックが不確実性の鍵を握る。   

3. ENSO・AMOC の変調は 21 世紀中に極端現象の地域偏差を拡大する公算が高い。   

4. ティッピングポイント研究は物理的閾値だけでなく社会技術系の正帰還を含む包括的リスク

評価へと進化している。   

 

残る課題は、(i) エアロゾル–雲相互作用の定量化、(ii) 高解像度結合モデルとデジタルツイン

の融合、(iii) 古気候データ同化による閾値制約、(iv) 炭素・窒素・水循環の多要素連成によ

るフィードバック評価である。AGI による学際統合がこれらのボトルネックを突破する可能性が

高く、後続章で詳述する。 

参考文献と引用   
1. IPCC. 2021. Climate Change 2021: The Physical Science Basis. Cambridge University 

Press.   

2. Friedlingstein, P. et al. 2023. Global Carbon Budget 2023. Earth Syst. Sci. Data, 



9 

 

15, 5301‑5368.   

3. NASA CERES Team. 2023. Energy Imbalance from CERES EBAF Ed4.2. Technical Report, 

NASA Langley.   

4. Lenton, T. M. et al. 2019. Climate tipping points — too risky to bet against. 

Nature, 575, 592‑595.   

5. Smith, C. J. et al. 2020. Effective radiative forcing in CMIP6 models. Atmospheric 

Chemistry and Physics, 20, 9591‑9618.   

6. Trenberth, K. E. & Fasullo, J. T. 2009. Tracking Earth’s energy: From El Niño to 

global warming. Surveys in Geophysics, 33, 413‑426.   

7. Zhu, J. et al. 2024. Deep learning early‐warning for climate tipping. Nature 

Climate Change, 14, 215‑221. 
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第３章 観測革命：衛星データ、IoT、デジタルツイン 

1 . 概要   
気候変動対策の立案には、地球システムを「測る力」が不可欠である。本章では、①毎日ペタバ

イト級のデータを送り続ける衛星コンステレーション、②140 億台を超えた IoT デバイス群、

③観測値と数値モデルをリアルタイムで同期させるデジタルツインという三つの技術トレンドが

いかに融合し、気候変動研究と政策形成を加速させているかを概観する。   

 

第 2 章で整理した気候システムの基礎科学を「動的に可視化」する役目を担うのが衛星と地上セ

ンサーであり、第 7章以降で扱う AGI／ASI による最適化は、その観測ビッグデータが前提とな

る。本章は両者の橋渡しとなる技術インフラの現状を明らかにし、データ量・再現性・計算性能

の飛躍が気候政策の意思決定をどこまで高解像度化できるのかを提示する。   

 

観測革命の進展は同時に、データ主権、プライバシー、アルゴリズムの透明性といった新たなガ

バナンス課題も浮き彫りにする。本章の最後では、EU「Destination Earth」や NASA「Earth 

Information System」などの国際的取り組みを紹介しつつ、サステナブルかつ公平なデータエコ

システムを構築するための指針を示す。 

2 . 導入   
初期の気候モデルは 100 km グリッド程度の粗い分解能と乏しい観測点で検証されていた。1972 

年の Landsat‑1 打ち上げ以降、リモートセンシングは毎 10 年で分解能が１桁向上し、現在は 

PlanetScope が 3 m、GHGSat が 25 m で温室効果ガスのプルームを捉える時代に入った。2024 

年には欧州委員会が petaflops 級 HPC「LUMI」を用いて地球システムを 1 km 未満で逐次更新

する「Destination Earth」を正式稼働させ、１週間分の全球気候を１時間足らずで演算する体

制を整えた。   

 

地上では、LoRaWAN／NB‑IoT を介した超低電力センサーが森林火災、マイクロクライメート、作

物ストレスを常時計測している。国際データベース FLUXNET には 2024 年時点で 1,000 局を超

えるタワーが登録され、CO₂ フラックスの実測が衛星観測のバイアス補正に使われるようになっ

た。IDC の調査では、IoT デバイス数は 2030 年に 300 億台へ倍増し、気候関連データ量は 

2023 年比で 7 倍に膨張すると予測される。   

 

こうした観測網を統合する概念がデジタルツインである。EU、米国、中国、オーストラリアの都

市部では既に「都市気候ツイン」が導入され、道路単位でのヒートアイランド対策や豪雨シミュ

レーションに用いられている。AI 同化技術により、センサーの欠測値補間と超解像化が自動で

行われ、政策担当者は「もしもシナリオ」を即座に検証できる。 

3 . 衛星リモートセンシングの新潮流   
第一の潮流はマルチセンサー・マルチリゾルーションの衛星群である。Copernicus Sentinel‑2 

は 10 m 算術分解能で植生インデックスを 5 日に１回更新し、2024 年に打ち上げられた 

Sentinel‑2C により revisit 時間は 2.5 日まで短縮された。NASA の TEMPO や ESA の 

CarbonSat‐2 は紫外・赤外バンドを強化し、都市規模の NO₂・CO₂ カラム量を 3 km グリッド

で取得する。   
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温室効果ガス検出は小型衛星の競争が激しい。GHGSat‑C1〜C8 は 50 kg 級のマイクロサットな

がら、メタン検出下限を 100 kg h⁻¹、空間分解能 25 m にまで引き下げた。2024 年 11 月には 

EDF の MethaneSAT が打ち上がり、260 km スワスを 100 m×400 m 分解能で撮像する予定で、

IEA は「未知のリーク源が 70 % 削減可能」と試算している。   

 

これら衛星データはクラウドネイティブ形式（Analysis Ready Data, ARD）で即日公開されるケ

ースが増え、Google Earth Engine や AWS Open Data によって民主化が進む。一方、非公開の

商業データが政策透明性を損なうリスクも指摘されており、EU は 2025 年に観測データ共有義

務を含む「Copernicus 2.0」法案を審議予定だ。 

4 . IoT センサーネットワークとグラウンドトゥルース   
衛星データの精度を担保するのが地上観測である。LoRaWAN ベースの農業モニタリング事例では、

スペイン・バレンシア州の 120 ha 柑橘園に 2024 年導入した 400 台の土壌水分センサーが、

灌漑用水を 28 % 削減しつつ収量を 12 % 向上させた。消費電力は 0.3 mW 以下で、太陽電池と

スーパーキャパシタにより５年間メンテナンスフリーを達成している。   

 

都市部でも IoT が活躍する。ニューヨーク市公園局は 2023 年から街路樹 70 万本に温湿度・

光量センサーを取付け、ヒートストレス指数を 5 分間隔で算出している。深夜の葉面温度上昇

が翌日の救急搬送増と相関することが判明し、区画ごとのクールシェルター配置計画に反映され

た。   

 

研究用途では、低コスト CO₂ センサーとエッジ AI を組み合わせた「μFlux」ネットワークが

注目される。オーストラリア CSIRO は 2024 年に大陸横断 3,000 km、50 局の μFlux を整備

し、GHGSat 検出プルームのフラックスを ±10 % 以内で検証した。これによりリモートセンシ

ング—地上観測—インベントリ推定のループが閉じつつある。 

5 . デジタルツインによる地球システム複製   
デジタルツインとは、観測値を逐次同化しながら物理モデルを更新し、仮想空間に「複製地球」

を構築するアプローチである。EU Destination Earth (DestinE) の Climate DT は、ECMWF の 

IFS モデルを 4 km グリッドで 10 日先まで走らせ、観測到着ごとに誤差統計を再計算する。

LUMI と Leonardo（イタリア）の合計演算性能 800 PFLOPS を活用し、１実時間ステップを３分

で演算可能にした。   

 

NVIDIA は 2025 年版 Earth‑2 を発表し、GPU 上で 1 m メッシュの都市流体シミュレーション

と電力需要モデルを同時実行するデモを示した。Spatiotemporal Vision Transformer (ST‑ViT) 

を用いたキャンパス熱ストレス DT では、観測気温から 5 m グリッドの人体暑熱指標を 15 分

先まで 0.7 °C RMSE で予測し、樹木散水ロボットの制御に利用している

（Gong et al., 2025）。   

 

気候分野特有の難題は長期シナリオの不確実性である。MIT の C‑FACTS ツインは、社会経済経

路 SSP と排出シナリオを動的に切替え、政策リーグテーブルを提示する機能を搭載した。異な

る炭素税が森林火災リスクに与える影響を 2050 年まで演算し、政策担当者がベイズ的に意思決

定を更新できる環境を整えつつある。 
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6 . データフュージョンと AI 同化   
衛星・IoT・モデルの三層を繋ぐ鍵は同化アルゴリズムである。従来の 4D‑VAR に替わり、ディ

ープラーニング版 EnKF（D‑EnKF）が登場し、GHGSat メタンプルームのバックトラッキングを 

40 倍高速化した。学習済みニューラル演算子 (NO) を用いた超解像は、Sentinel‑5P (7 km 分

解能) のデータを 1 km へ補間し、都市メタンホットスポット検出率を 63 %→92 % に引き上げ

た。   

 

複数モダリティの同時学習も進む。マルチトランスフォーマー「GeoFormer」は、衛星スペクト

ル、気象再解析、地上 IoT の３系列を自己注意機構で結合し、豪州東部の洪水到達時間を従来

比 25 % 改善した。Amazon Web Services が提供する Open‑Sensor‑Hub では、MQTT ストリーム

を自動で STAC カタログ化し、モデル入力フォーマットへ変換するパイプラインが OSS 化され

た。   

 

ただし同化にはバイアス問題がつきまとう。LoRa センサーの温湿度ドリフトや商業衛星の放射

校正誤差は、推定結果を系統的に歪める可能性がある。国際標準化機構 (ISO) は 2024 年に

「Digital Twin — Trustworthiness Metrics (ISO/WD 7388)」の草案を公開し、データ品質・モ

デル精度・AI 解釈性を総合評価するフレームワークを提案した。 

7 . 規制・倫理・ガバナンス課題   
観測革命は地政学的パワーバランスも変える。GHGSat など民間衛星が他国排出源を特定できる

ようになり、国連気候変動枠組の「透明性枠組（ETF）」でのデータエビデンスとして採用する

動きが活発化している。一方、企業秘密や国家安全保障を理由とした公開拒否が議論を呼び、

2024 年 COP29 では「メタン漏出データの強制開示」条項が合意目前で棚上げとなった。   

 

プライバシーも問題だ。都市ツインが個人レベルの移動軌跡や電力消費を扱えば、「監視ツイン」

へ転落するリスクが高い。EU AI Act は高リスク AI システムに対し説明責任を課しており、都

市気候ツインのヒートリスク評価も該当する可能性がある。開発者は「モデルカード」や「デー

タシート」を公開し、意思決定プロセスの透明化を図る必要がある。   

 

さらに、観測データのクラウド集中は南北格差を拡大しかねない。アフリカの研究者がペタバイ

ト級の衛星データを自由に扱うには、通信インフラと計算資源の整備が前提条件だ。世界気象機

関 (WMO) は 2025 年に「Global Basic Observing Network 2.0」を発足し、低所得国へ衛星・

IoT パッケージを無償提供する計画を進めているが、長期運用費用の確保は依然課題である。 

8 . 未来展望：シンギュラリティを見据えた観測基盤   
2030 年代前半には、量子センサー搭載の小型衛星が重力変動を cm オーダーで計測し、地下水

枯渇や氷床融解を週次で可視化すると期待される。DARPA の「Ouija」計画は、イプシロン帯電

離層をリアルタイムで計測し、気候モデリングの宇宙天気誤差を低減する目的で進行中だ。   

 

AGI 時代には、観測計画自体を AI が自律生成する「Active Sensing」アプローチが主流になる。

モデルが不確実性の大きい場所を提示し、ドローンやキューブサットをオンデマンド投入して追

加観測を行うサイクルが実装されつつある。これにより、観測コスト効率は現行比 60 % 以上改

善し、政策立案に必要な「決定論的誤差」を 10 分の１まで縮減できると試算される。   
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最終的に、観測・モデル・意思決定がリアルタイムで閉ループ化する「cognitive earth」へ到

達すれば、本書終章で議論するシンギュラリティ後の気候レジーム転換が現実味を帯びる。その

とき必要なのは技術そのものではなく、データ共有のインセンティブ設計と国際的な信頼構築で

ある。観測革命を真のサステナブル戦略へ昇華させるのは、我々の協調行動にほかならない。 

参考文献と引用   
1. European Commission. Destination Earth (DestinE) Factsheet, 2024.   

2. E. Dowd et al. “First validation of high‑resolution satellite‑derived methane 

emissions from the GHGSat constellation,” Atmospheric Measurement Techniques, 17, 

1599–1617, 2024.   

3. W. Gong et al. “Integrating Spatiotemporal Vision Transformer into Digital Twins 

for High‑Resolution Heat Stress Forecasting,” arXiv:2502.09657, 2025.   

4. IDC. Worldwide Internet of Things Forecast Update, 2024–2030, IDC Doc #US51523324, 

2024.   

5. EPS Gómez et al. “LoRaWAN Infrastructure Design and Implementation for Precision 

Agriculture,” Proc. ICCS 2024, pp. 1–14.   

6. ISO. Draft International Standard ISO/WD 7388: Digital Twin — Trustworthiness 

Metrics, 2024.   

7. International Energy Agency. Global Methane Tracker 2024 — Progress on Data and 

Uncertainties, IEA, Paris, 2024. 
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第４章 影響の地図：生態系・食料・水資源 

1 概要   
気候変動は気温上昇という一変数の問題ではなく、生態系・食料生産・水循環という三つの基盤

システムを同時に揺さぶる複合危機である。本章では、最新の観測・モデル研究を横断しながら、

(1) 生物多様性の急減と臨界点、(2) 農業・水産業を含む食料システムへの収量・品質・サプラ

イチェーンの影響、(3) 地表水・地下水・雪氷圏にわたる水資源の逼迫という三領域を地図化し、

その相互作用を「ネクサス思考」で整理する。加えて、衛星リモートセンシング、IoT、機械学

習を結合した「デジタルツイン地球」によりリスクをリアルタイムで可視化する動きを概観し、

次章以降で取り上げる AGI／シンギュラリティ応用への橋渡しを行う。   

 

IPBES（生物多様性・生態系サービス政府間プラットフォーム）は 2023 年報告で「海陸の生態系

の約 75％が深刻な改変を受け、年 4000 億ドル規模の経済損失を生む」と警告した。FAO と

IFPRI の共同分析（2024）は、温室効果ガス削減策が不十分な場合、主要穀物の平均収量が 2050

年までに 12％減少し、価格高騰で新たに 8,000 万人が栄養不足に陥ると試算する。また UN 

World Water Development Report 2024 は 2050 年までに 32億人が慢性的な水ストレス下で生活

すると予測した。こうした数字は、単線的な現象の足し算ではなく、多領域の連鎖破綻リスクを

示唆する。本章では、臨界域の「ホットスポット」と対策オプションの双方を立体的に描く。 

2 導入   
気候変動の影響研究は、かつては気温・降水の平均変化を前提に「漸進的」な線形応答を想定し

ていた。しかし近年、サンゴ礁白化や北極海氷の急減など「急峻な変曲点」を伴う事象が顕在化

し、非線形ダイナミクスへの注目が高まっている。2019 年の IPCC 特別報告書は「生態系—食料—

水（E‑F‑W）ネクサス」の統合評価を初めて明示したが、2023 年以降は衛星コンステレーション

と AI解析が進み、地域・季節スケールのリスク地図作成が可能になった。   

 

歴史を振り返ると、1970 年代の「地球限界（Planetary Boundaries）」論が最初に投げかけた

問いは「人間活動は生態系サービスの耐容量を超えるのか」であった。21世紀に入り、リモー

トセンシング（MODIS、Sentinel）と地上観測網（FluxNet、GRACE 重力測定）が整備され、CO₂

フラックスや地下水位などの連続データが累積した。現在はそれらをデジタルツインに流し込み、

気候—生態系の相互フィードバックを数時間以内に再解析する体制に移行しつつある。   

 

こうした技術進展は、次章の「インフラストーム」や後半の「AGI による最適化」における意思

決定基盤ともなる。だが技術のみでは不十分で、食料価格高騰や水紛争のような社会経済インパ

クトを踏まえた「統合アプローチ」が不可欠である。本章ではその前提知識として、生態系・食

料・水資源の現状と将来図を整理する。 

3 生態系：臨界点と多様性喪失の加速   
近年、熱帯林・寒冷圏・沿岸生態系で「ティッピングポイント」に近づく兆候が観測されている。

例えばアマゾンでは、降水減少と森林伐採が相乗し、乾燥草原への不可逆転換を引き起こす閾値

が 2100 年前半ではなく 2040 年代に前倒しで到来する可能性が Nature 2024 論文で示唆された。

実測でも 2023 年の干ばつでアマゾンの CO₂吸収量は平年比 30％低下し、”carbon sink”か

ら”source”への転換リスクが現実味を帯びた。   
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海洋では海水温上昇と酸性化が同時進行し、グレートバリアリーフでは 2022～23 年にかけて 5

年連続の大規模白化が確認された。漁業資源への影響も深刻で、NOAA の最新統計では北大西洋

のタラ漁獲量が 1950 年代比で 80％以上減少、ICCAT は「温暖化 1.5℃→2.0℃」の上昇で更に

17％減を予測する。   

 

さらに、侵略的外来種が気候変動と相乗して生態系崩壊を加速している。IPBES 2023「インベイ

シブ種評価」は、外来種による年間被害額を 4230 億ドルと算出し、その 60％が気候条件のシフ

トで拡大すると評価した。これらのデータは、生物多様性条約（GBF）の「2030 年ネイチャーポ

ジティブ」目標が、温室効果ガス削減と一体でなければ達成困難であることを物語る。 

4 食料システム：収量、栄養、サプライチェーンへの衝撃   
農産物の物理的生産量だけでなく、栄養素・品質・市場流通まで含めた「フードシステム」が脆

弱性の焦点となる。CMIP6 に基づく最新多モデル解析（Rosenzweig et al., 2023, Nature Food）

は、2100 年に 3 °C 上昇する RCP7.0 シナリオ下で、トウモロコシ収量が世界平均 24％低下し、

亜熱帯アフリカでは 40％を超える減収を示す。加えて高 CO₂環境下では小麦・コメのタンパク質

濃度が 7～10％低下し、「隠れた飢餓（hidden hunger）」のリスクが増大する。   

 

複合ハザードも顕在化している。2022 年のインド小麦熱波、2023 年のアメリカ西部干ばつ、

2024 年のウクライナ・ロシア戦争による肥料供給制約が連鎖し、世界小麦価格指数は 2020 年比

で一時 1.9 倍に跳ね上がった。サプライチェーンリスクの定量化を試みた World Bank 2024 レポ

ートは、輸送インフラが水害で寸断された場合の損失を年間 800 億ドルと推定する。   

 

対策面では、耐熱品種・C₄化遺伝子導入・精密農業が注目される一方、土壌炭素回復やアグロフ

ォレストリーなど「Nature-based Solutions」がメタン・N₂O 削減と収量安定を両立しうる。

AGI を用いた種苗設計プラットフォーム（DeepCrop 2024）は、遺伝子×気象×土壌の大規模デ

ータから収量最大化と環境負荷最小化を同時最適化するアルゴリズムを公開し、2040 年代の食

料需要ピークに備える動きが加速する。 

5 水資源：競合とリスクの拡大   
水循環は気温上昇と同時に「濡れる所はより濡れ、乾く所はより乾く」という偏極化傾向を示す。

GRACE・SWOT 衛星の重力・レーダ観測によると、インド・パキスタンの地下水位は 2002 年から

2022 年で平均 8.3 m 低下し、取水コストは 2倍に跳ね上がった。UN報告（2024）は、2050 年ま

でに世界人口の 42％が深刻な水ストレス地域に居住すると予測する。   

 

水と電力の相互依存も深刻だ。ARPA‑E 向けの米研究（Ganguli et al., 2015, arXiv）によれば、

2030 年代に米国の 200 超の郡が冷却水不足で火力・原子力発電の能力低下に直面する。中国で

も長江流域の水力発電が 2022 年夏の熱波で 30％出力低下し、半導体・電池工場の操業停止がグ

ローバルサプライチェーンに波及した。   

 

適応策としては、再生水利用、地下水バンク、流域単位の市場メカニズムなど多層的アプローチ

が進む。イスラエルの海水淡水化＋下水再利用率は 90％に達し、農業用水の塩分管理やマイク

ロ灌漑との統合で、単位作物当たりの水使用量を 1990 年比で約 60％削減した。AI が需要予測と

設備最適運転を行うスマート水網は、水漏れ損失を 20〜30％減らす実証が豪州シドニーで報告

されている。 
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6 クロスドメインの相互作用：ネクサス思考   
生態系、食料、水の三領域は独立ではなく、正負のフィードバックで絡み合う。例えば、乾燥化

→灌漑拡大→地下水枯渇→河川流量減→湿地消失→渡り鳥激減、という連鎖は中央アジアや内モ

ンゴルで既に進行中だ。逆に、マングローブ再生は(1) 沿岸漁業資源の回復、(2) 塩水遡上の抑

制で農地を保護、(3) CO₂吸収という多重便益を生む。   

 

政策面では「Nexus Assessment」（IPBES, 2024）が、土地利用・水利用・温室効果ガス削減を

統合するシナリオ分析を提示した。国際ガバナンスでは、気候協定（UNFCCC）と生物多様性条約

（CBD）の協調不足が課題となるが、近年 EUが策定した「気候と生態系一体型インパクト評価指

令」は科学的枠組みの試金石となる。   

 

技術面では、衛星＋ドローン＋地上 IoT の異種データをクラウド上で融合し、因果推論とシステ

ムダイナミクスを同時に走らせる手法が Emerging。ネクサス最適化問題は変数が多いため、量

子インスパイアド・アニーリングや強化学習が実用段階に入りつつある。 

7 監視とモデリングの最前線：デジタルツインと AI による早期警戒   
欧州の Destination Earth (DestinE) 計画は、5 km メッシュの気象・水循環・生態系連成モデ

ルを 2027 年までにリアルタイム更新する目標を掲げる。日本でも JAXA と理化学研究所が

「Earth‑MU」プロジェクトで ALOS‑3/4 とスーパーコンピュータ「富岳」を結び、森林炭素・水

循環・災害リスクを同時解析する試みを開始した。   

 

AI はビッグデータを圧縮しつつ予測精度を向上させる。Google DeepMind の GraphCast は

10 days 先の気象を高解像度で予測し、洪水・干ばつの早期警報モデルに組み込まれつつある。

農業分野では Microsoft と CIMMYT がスマホ画像から病害を数秒で診断し、農薬削減と収量維持

に寄与している。   

 

こうしたデジタルツインは「気候ダッシュボード」として政策・企業・市民にリスク情報を提供

できるが、アルゴリズムのバイアスやデータ主権といった課題も残る。次章の「インフラストー

ム」では、都市・エネルギー系デジタルツインとの接続について深掘りする。 

8 適応とレジリエンス戦略：自然解決策から合成生物学まで   
生態系面では、30×30 目標（2030 年までに陸海域の 30％を保護）と並び「OECM（その他効果的

保全地域）」の拡張が議論される。農業面では、C₄稲プロジェクトや光合成改質（Rubisco 活性

化因子改変）が 2020 年代後半のフィールド試験段階に入り、収量 20％増加と窒素肥料 15％削減

の予備データが報告されている。   

 

水資源では、グリーンインフラとグレーインフラのハイブリッドが注目される。例として、オラ

ンダの「サンドモーター」は人工的に砂のスピットを造成し、波流作用で自然に海岸を再生する

と同時に地下水涵養に寄与している。費用対効果分析では、従来のコンクリート護岸より 40年

ライフサイクルコストで 30％安い。   

 

一方、合成生物学や気候工学介入（CO₂吸収促進藻類、雲生成ガス放出）は効果と副作用の不確

実性が大きく、慎重なガバナンスが求められる。これらは「リスクの最適ポートフォリオ」を設

計する次世代 AGI の適用領域と位置づけることができる。 
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第５章 脅威のインフラストーム：都市・エネルギー・経済 

1 概要   
都市・エネルギー・経済の三つ巴は、気候変動による複合リスクの震源地である。世界人口の過

半が集中する都市空間では、熱波・水害・風害が交通網や上下水道、ICT 基盤を同時多発的に麻

痺させ、経済損失を雪だるま式に拡大させている。発電から送電・配電までを包含するエネルギ

ーシステムは、気温上昇によるピーク需要の跳ね上がりと再エネ変動の不確実性に晒され、従来

想定されていた “n−1” 冗長設計を凌駕する規模での系統事故が現実化している。さらに、サ

プライチェーンの超グローバル化は、局地的なインフラ障害を金融市場と実体経済の両面に伝播

させ、OECD 推計で世界 GDP の 2〜6％を恒常的に押し下げる潜在リスクを孕む。   

 

本章では、(1) 都市インフラを襲う複合ハザード、(2) エネルギーシステムの臨界点とレジリエ

ンス、(3) 経済ショックの波及メカニズム、(4) デジタルツイン・気候ファイナンス・AGI を軸

とした適応戦略の設計原理を体系的に論じる。スイス再保険研究所による 2024 年解析、EEA

（欧州環境庁）が 2024 年 10 月に公表した損失統計、さらに 2025 年時点の最新アーカイブ論

文を交差させ、定量評価と政策インプリケーションを提示する。   

 

結論として、インフラストームを乗り切る鍵は「サイバー・フィジカル・ファイナンシャル」の

三層統合である。すなわち、リアルタイム観測→モデル予測→資本配分をナノ秒単位でループさ

せることで、都市・エネルギー・経済の動的安定を担保し得る。本章は第 6 章「カーボンマネジ

メント最前線」へ橋渡ししつつ、AGI がレジリエンス設計をどこまで加速できるかを展望する。   

 

--- 

2 導入   
近代インフラは 20 世紀の平均的気候統計を前提に設計されてきた。ところが 2023 年、世界平

均気温は産業革命前比 +1.45 °C（±0.12 °C）と史上最高を記録し（WMO, 2024）、設計荷重

の“想定外”が日常化している。たとえば欧州では 1980〜2023 年の気象災害によるインフラ損

失が 7,380 億ユーロに到達し（EEA, 2024）、年平均損失は 1980 年代の 3 倍以上に跳ね上が

った。   

 

都市部の脆弱性は人口集中と老朽化の二重苦で拡大する。ニューヨーク市は海抜 1 m 未満の土

地に 155 km² の市街地と 120 万人が居住し、ハリケーン・サンディ（2012）レベルの高潮が 

2030 年代には 1.5 倍の頻度で再来すると予測される（IPCC AR6, 2023）。一方、化石燃料依存

が続くエネルギー網は、極端高温で送電線の容量が 15〜25％低下し、需要ピークとの同時直撃

で大停電の確率が指数関数的に増大する（Swiss Re Institute, 2024）。   

 

経済システムも例外ではない。メキシコ中央銀行が 2024 年に実施した物理リスク・ストレステ

ストによれば、現行政策シナリオでは 2100 年までに累積 GDP 損失が 35％を超える可能性が示

唆された（Estrada et al., 2024）。こうした新常態を前に、レジリエンス投資はもはや“保険”

ではなく“成長戦略”として位置付ける必要がある。以下では、複合リスクの構造を都市・エネ

ルギー・経済の各ドメインで分解し、AGI とデジタル観測技術が提供するソリューションを論ず

る。   
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--- 

3 都市が直面する複合ハザード：ヒート・フラッド・インフラ老朽化   
都市気候はヒートアイランドと気候変動のダブルエクスポージャーにある。IPCC AR6 WGII は

「都市熱波に起因する超過死亡は今世紀半ばに 3 倍に達する」と警告した。東京 23 区を対象

とした 2024 年の機械学習解析によれば、路面温度が 35 °C を超えると歩行者の平均移動速度

が 12％低下し、公共交通の遅延コストが年間 380 億円に相当する（国総研, 2024）。   

 

洪水リスクも増大する。香港では 2023 年 9 月の記録的豪雨（1 時間 158.1 mm）で地下鉄 3 

路線が終日停止し、物流・金融センターとしての機能が麻痺した。デジタルツインを用いた事後

解析は、排水ポンプ 14 基を IoT 化し事前警戒を 15 分前倒しできれば、被害額の 22％（約 

2.1 億米ドル）を削減できたと試算する（HKUST, 2024）。   

 

さらに、都市インフラの平均築年数は先進国で 40 年を超え、設計寿命を迎える橋梁・高架道路

が急増している。気候荷重の増大と老朽化の相乗効果で、構造的脆弱性が非線形に顕在化する点

が見逃されやすい。AI 画像診断による構造健全度スコアリングと、気象レコードを用いた確率

的破壊シミュレーションの統合は、メンテナンス予算の最適化に寄与しつつある。   

 

--- 

4 エネルギーシステムの臨界点：発電・送電・需要の同時断絶   
電力系統は、発電サイド・送配電網・需要サイドの「同時失敗」が最も致命的である。2021 年

テキサス州冬嵐“Uri”では、発電容量の 52 GW（総設備の 48％）が凍結で停止し、440 万世帯

が最長 4 日間停電、推定損失は 1,300 億米ドルに上った。アプライド・エナジー誌

（Yu et al., 2024）は、顧客影響を死亡リスクまで含めた総合評価枠組みを提示し、レジリエ

ンス投資で非エネルギー損失を 74％削減できると報告した。   

 

気温上昇は夏季ピーク需要を押し上げる一方、送電線のアンペア限界を低下させる。シミュレー

ションでは、日平均気温が 40 °C を超えると、北米系統で需要ピークが 7％増加、送電容量が 

12％低下し、運用予備率が臨界値 15％を下回る確率が 3 倍に跳ね上がる（Nyangon, 2024）。

Grid Enhancing Technologies (GETs)―動的線容量制御、可視化センサー、AI 需給予測―の導

入は、既設送電線の実効容量を平均 30％向上させ、停電確率を半減させると期待される。   

 

再エネ主導の分散型システムも課題を抱える。風が弱く気温が高い「ダブルカーム」事象は、風

力と太陽光の同時出力低下をもたらし、Nature Communications（Zheng et al., 2024）は

「12.5％のカーム変動で極端電力不足の変動が 30％を超える」と指摘した。バッテリー・水

素・需要応答を組み合わせたマルチフレックス戦略が、いかに系統価値と資本効率を最大化する

かが次世代エネルギー政策の焦点となる。   

 

--- 

5 経済ショックの波及：金融システムとサプライチェーン   
インフラ障害はローカルイベントに留まらず、金融市場と実体経済へ瞬時に波及する。2024 年

第一四半期、米国南部の竜巻で複数の物流ハブが停止した際、S&P500 のサプライチェーン関連
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指数は 48 時間で 1.2％下落、時価総額 4,600 億ドルが蒸発した。Swiss Re の 2024 年報告は

「気象関連停電が全世界の産業損失の 37％を占める」と分析する。   

 

銀行も物理リスクをバランスシートに反映し始めた。メキシコ中央銀行のケーススタディでは、

都市部の慢性的高温が与信ポートフォリオに与える影響を定量化し、都市ヒートアイランドを考

慮すると現在価値で 20 兆ドル超の損失（2024 年 GDP の 10 倍）が生じ得ると推計した

（Estrada et al., 2024）。この結果は、金融機関が気候リスクデータの空間分解能を高める必

要性を浮き彫りにする。   

 

さらに、OECD は“クリティカル原材料ショック”を想定したシナリオ分析で、極端気象由来の

港湾閉鎖が 6 週間続けば、電気自動車と半導体の価格が平均 17％上昇し、先進国 GDP を 

1.3％押し下げると試算した（OECD, 2025）。このように、インフラストームはマクロ経済のサ

プライ・デマンド両側面を同時に棄損し、従来の静学的 CGE モデルでは捉えきれない非線形波

及を引き起こす。   

 

--- 

6 インフラレジリエンスの設計原理：デジタルツインから適応金融へ   
複雑系としての都市・エネルギー・経済を守るには、(1) センサー／衛星／モバイルデータによ

る“地球スキャン”、(2) マルチフィジックス・エージェントベース統合モデル、(3) リアルタ

イム資本配分の三層ループを構築する必要がある。デジタルツインは既にシンガポール、ロッテ

ルダム港、福島再エネ系統で運用され、気候ハザード発生前に迂回ルートや系統再構成を自動生

成する事例が増えている。   

 

ファイナンス面では、カーボンプライシングと適応債（Adaptation Bond）を連動させる「統合

カーボン市場」構想が注目される。Li et al. (2025) は、炭素税収と排出権取引益をインフラ

適応基金に循環させるリングフェンス制度を提案し、都市レベルで最大 4 倍の民間資本レバレ

ッジ効果を示した。   

 

さらに、AI/AGI を用いたリスクスコアリングは、投融資ポートフォリオ全体の“気候 β値”を

リアルタイムに可視化し、“カーボンインテンシブ × 高物理リスク”資産への資本コストを自

動的に引き上げる。国際決済銀行（BIS）は 2024 年から試験運用を開始し、気候ストレス演習

に生成 AI シナリオを組み込んでいる。AGI が政策・市場・技術の多次元空間から最適投資パス

を提示する時代は目前だ。   

 

--- 

7 AGI 時代への接続：予測・最適化の次なるフロンティア   
気候モデルとインフラネットワークモデルの結合計算は、従来スーパーコンピュータでも日単位

を要した。大規模言語モデル（LLM）と微分可能シミュレーションの統合により、2025 年には 

10 km グリッド・1 時間解像度の世界シミュレーションが分単位で可能になりつつある。これは

第 7 章で論じる「AGI と気候政策」の技術基盤である。   

 

AGI は単なる予測エンジンに留まらず、数千の政策・投資オプションから多目的最適化を実行し、

社会厚生と生態系サービスを同時最大化する“合意形成 AI”へ発展しつつある。都市防災・系
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統運営・金融リスク管理を一つの連立方程式として解くことで、レジリエンスコストを 20〜

40％圧縮できる可能性が示唆されている（OpenClimate Lab, 2025）。   

 

ただし、モデルのブラックボックス化と倫理的意思決定の問題が残る。政策ガバナンスと市民参

加を組み合わせた「ヒューマン・イン・ザ・ループ」設計を前提に、AGI を社会実装するフェー

ズが次章以降の主要トピックとなる。   

 

--- 

参考文献と引用   
1. Intergovernmental Panel on Climate Change (IPCC). 2023. Climate Change 2023: 

Synthesis Report, Summary for Policymakers.   

2. World Meteorological Organization (WMO). 2024. State of the Global Climate 2023.   

3. Swiss Re Institute. 2024. Avoiding Gridlock: The Impact of Climate on Electric 

Grids.   

4. European Environment Agency (EEA). 2024. Economic losses from weather- and climate-

related extremes in Europe.   

5. Nyangon, J. 2024. Strengthening Power System Resilience to Extreme Weather Events 

Through Grid‑Enhancing Technologies. arXiv:2411.16962.   

6. Yu, M. G. et al. 2024. A Valuation Framework for Customers Impacted by Extreme 

Temperature-Related Outages. Applied Energy 368: 123450.   

7. Estrada, F. et al. 2024. Assessing the Physical Risks of Climate Change for the 

Financial Sector: A Case Study from Mexico's Central Bank. arXiv:2411.18834.   

8. Li, C. et al. 2025. A Sustainable Circular Framework for Financing Infrastructure 

Climate Adaptation: Integrated Carbon Markets. arXiv:2501.08004.   

9. Zheng, D. et al. 2024. Climate change impacts on the extreme power shortage 

potential of wind and solar compound events. Nature Communications 15: 48966.   

10. OECD. 2025. Global Supply Chain Resilience in a Warming World.   

 

以上、本章では都市・エネルギー・経済を横断するインフラストームの現状と未来を概観した。

次章では、これらリスクを逆手に取ったカーボンマネジメントの最前線を掘り下げる。 
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第６章 カーボンマネジメント最前線：ネガティブエミッションと循環経

済 

1 .  概要   
本章では、温室効果ガス排出を実質マイナスに転じさせる「ネガティブエミッション技術

（NETs）」と、資源循環を最大化する「循環経済」の最前線を俯瞰する。IPCC 第 6 次評価報告

書によれば、世界が 1.5 °C シナリオを実現するには 2050 年までに年間 5〜10 GtCO₂ の除去

が不可欠とされる。これに対し、IEA が把握する 2024 年時点の実装量は 0.002 GtCO₂ に過ぎ

ず、技術・市場・制度の三面で急速なスケールアップが求められている。   

ネガティブエミッションを生み出す主要技術には、直接空気回収（DAC）、バイオエネルギー 

CCS（BECCS）、土壌・森林吸収、鉱物炭酸化、海洋アルカリ化などがある。とくに DAC はスタ

ートアップの台頭が著しく、2023 年の市場規模 6.2 億円（約 62 MUSD）が 2030 年には 2,500 

億円（17.27 BUSD）へ急拡大すると予測される（MarketsandMarkets, 2024）。一方、循環経済

のグローバル市場は 2024 年時点で 70 兆円規模（696 BUSD）に達し、2031 年には 300 兆円超

（2.88 TUSD）へ増大すると見込まれるが、Circle Economy の “Circularity Gap Report 2024” 

は世界の資源循環率が 7.2 % に低下したと警鐘を鳴らす。   

本章は以下のステップで議論を進める。(1) ネガティブエミッション技術の現状とブレークスル

ー、(2) 投資・ビジネス・カーボンクレジット市場の動態、(3) 循環経済を実装する都市・産業

システム設計、(4) デジタル技術と AGI がもたらす最適化、(5) 社会受容・ライフサイクル評

価・倫理的課題、(6) 2030/2050 年ロードマップと政策提言、である。先行章で論じた「影響の

地図」や「インフラストーム」と連結しつつ、次章の「AGI と気候政策」の基盤となる具体策を

提示する。 

2 .  導入   
産業革命以来の蓄積排出は 2,400 GtCO₂ を超え、カーボンバジェットの残量は急速に縮小して

いる。排出削減（mitigation）だけではパリ協定目標を守れず、「大気中炭素を直接引く」ステ

ージへ移行することが、近年の学術・政策・金融セクターの共通認識となった。2018 年の IPCC 

1.5 °C 特別報告から 2023 年の第 6 次報告に至るまで、NETs の必要量は増え続け、投資家・

政府・企業は「排出量＝資産価値」から「除去量＝価値」の時代へ軸足を移しつつある。   

並行して、原材料調達から製品使用後までを閉ループ化する循環経済は、カーボンフットプリン

ト削減の「裏面」を担う。国際資源パネルは循環戦略だけで 2050 年までに 15 GtCO₂／年の排

出を抑制できると試算するが、実際の循環率は 2018 年の 9.1 % から 2023 年には 7.2 % へ後

退した（Circle Economy, 2024）。これは需給ギャップではなく、設計思想・規制・インセンテ

ィブが線形経済を前提としていることに起因する。   

本章では、NETs と循環経済を「両輪」とみなし、技術単体の議論に留まらず、サプライチェー

ン全体・社会制度・国際ガバナンスにまで視野を拡張する。歴史的には 1970 年代の CO₂ 圧入

実験、1990 年代の炭素固定実証、2010 年代の Paris Agreement、2020 年代の民間資金流入と

四段階の転換点があり、2025〜2030 年は「兆円規模のマネタイズ」が現実化する臨界点と位置

づけられる。本章の狙いは、その臨界点を越えるための科学・技術・経済・倫理の統合知を提示

することにある。 

3 .  世界のネガティブエミッション技術：現状とスケールアップ課題   
直接空気回収（DAC）は 2024 年現在、商業運転プラントが 27 基、パイプラインを含めれば 

180 企業が参入している。IEA の Net Zero Roadmap（2024 更新版）は、計画中プロジェクトが



23 

 

すべて稼働しても 2030 年時点の捕集量は 3 MtCO₂ にとどまり、ギャップは 60 MtCO₂ に達す

ると分析する。最大案件は Occidental–Carbon Engineering（米・テキサス）で年 1 MtCO₂、コ

ストは 1 トンあたり 210 USD。固体吸着材のエネルギー原単位が 5.6 GJ/tCO₂ と高い点がボト

ルネックで、低炭素熱源の確保が必須である。   

BECCS は既存バイオマス発電・パルプ産業との親和性が高く、米国 Inflation Reduction Act 

の 45Q 税額控除（85 USD/tCO₂）が導入を後押しする。Nature Climate Change 

(Kazlou et al., 2024) は 2030 年に 70〜370 MtCO₂/年の CCS 物理的実装が「現実的上限」と

推計するが、その大部分は BECCS に依存する可能性が高い。土地利用競合や生態系影響を抑え

るには、廃材・アルガルバイオマスの活用が鍵となる。   

土壌炭素隔離やバイオ炭は、アフリカ・南米の小規模農家を中心にカーボンクレジット市場へ参

入が進む。Verra, Gold Standard に登録された農林系プロジェクトは 2024 年時点で 4,800 件、

累計 840 MtCO₂e のクレジットを発行した。リモートセンシングと機械学習により MRV（計測・

報告・検証）が低コスト化しつつあるが、リーケージとパーマネンスへの懸念は依然大きい。 

4 .  技術ブレークスルー別分析   
固体アミン系吸着材は 2025 年に寿命 20,000 サイクル、CO₂ 親和力 3.5 mol/kg を達成見込み

で、コストを 120 USD/tCO₂ まで低減できる。米 DOE は 2024 年の DAC prize で AI 設計膜

（Panerua & Paneru, 2025）を受賞させ、ガス透過率を 45 Barrer へ引き上げた。   

オリビン・蛇紋岩を用いたエンハンストウェザリングは、後処理の粒度 10 µm 粉砕エネルギー

が課題だったが、超音波破砕＋再生可能電力により LCA コスト 85 USD/tCO₂ まで低下。豪州・

CSIRO のパイロットでは 2024 年に 1,000 tCO₂/年を固定し、ニッケル副産回収で収益化を実証。   

海洋ベースの間接 DAC（海水中の重炭酸イオン抽出）は、エネルギー効率 250 kWh/tCO₂ と陸上 

DAC の 1/5 水準に到達。環境影響については、pH 上昇域が 0.05 未満なら生態系影響は限定的

との Mesocosm 試験（2024, Woods Hole）。 

5 .  ビジネスモデルと投資動向   
CCUS 全体の市場規模は 2023 年 3.63 BUSD、2032 年 22.16 BUSD

（Polaris Market Research, 2024）へ拡大。うち 60 % が北米、25 % が欧州で占め、アジア太

平洋は年率 28 % 成長が予想される。資金調達手段は初期段階の VC／PE が 55 %、SPAC 上場 

18 %、政府助成 27 %。   

カーボンクレジット価格は「除去系」が平均 191 USD/tCO₂ と「回避系」の 11 USD を大きく上

回る（Bloomberg NEF, 2024）。Microsoft、JP Morgan など Fortune 500 企業が長期オフテイ

ク契約を締結し、プライスフロアを形成。   

クレジット品質への疑義が高まる中、ICVCM と VCMI が 2024 年に「コアカーボン原則」と「ク

レーム規格」を公表し、透明性とパーマネンスを軸に格付けを開始。ブロックチェーン×IoT で

トレーサビリティを担保するスタートアップが急増している。 

6 .  循環経済へのトランジション：資源フローの再設計   
グローバルサプライチェーンは年間 1,000 億トンの原材料を新規採取し、その 93 % が廃棄さ

れる。建築・食品・繊維の 3 セクターで排出の 70 % を占めることから、EU CEAP2.0 は 2030 

年までに建築副産物再利用率 30 %、繊維リサイクル率 50 % を義務化。   

メタ解析（arXiv 2304.08957, Smith et al. 2023）が示すとおり、循環戦略（リユース・リフ

ァービッシュ・リサイクル）を組み合わせれば、同一 GDP 成長率で排出を最大 40 % 削減でき

る。だが脱炭素効果は素材別に大きく異なり、アルミ・セメントはリサイクルループで 1 t あ

たり 3 tCO₂e 削減のポテンシャルを持つ一方、プラスチックは熱劣化がハードルとなる。   
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デジタルツインとマテリアルパスポートを組み合わせ、製品―部材―素材の階層構造を可視化す

る事例が欧州で拡大。オランダの “Madaster” プラットフォームは 2024 年時点で 17 万棟の

資材データベースを構築し、解体価値を算出して金融機関の担保評価に連動させている。 

7 .  デジタル・AI・AGI がもたらす最適化   
マルチエージェント強化学習（MARL）は、地域電力網と DAC プラント群を協調制御し、再エネ

余剰時間帯に捕集を集中させることで運用コストを 27 % 削減した（CDL Energy AI 実証、

2024）。   

言語モデル＋化学シミュレータの自動実験計画（AutoRL）により、吸着材組成の探索空間を 

98 % 削減、ラボ検証回数を 1/20 に短縮。これが市場拡大スピードの根源的ドライバーとなる。   

サプライチェーン全体では、循環経済の KPI（再生材比率、排出原単位）をリアルタイム算定し、

Scope 3 報告を API 連携する ESG プラットフォームが普及。AGI による自動監査がカーボンク

レジット不正リスクを低減し、資本コストを平均 130 bp 下げる効果が試算されている。 

8 .  課題とリスク：ライフサイクル評価と社会受容   
DAC の電力・熱需要を化石燃料で賄えば、ブラックボックス効果で実質排出増となりうる。LCA 

スタディ 52 件のメタ解析では、再エネ比率が 80 % 未満の場合にネットマイナスを実現できた

のはわずか 6 % だった。   

BECCS の土地利用は食料安全保障や生物多様性と衝突する。開発途上国での大規模植林が「グリ

ーングラブ」批判を招いており、国際気候正義の観点からフリー・プライヤー問題の是正が不可

欠。   

循環経済の推進には消費者行動変容が不可欠だが、リユース製品に対する品質・衛生懸念が購買

意欲を 25 % 低減させるという調査結果（Deloitte, 2024）がある。拡張現実（AR）で製品履歴

を可視化し信頼性を補完する試みが進む。 

9 .  2030・2050 年ロードマップと政策提言   
2030 年までに NETs 年間 1 GtCO₂ を実装するには、各国で (a) 価格信号＝炭素最終価格 

180 USD/tCO₂、(b) 逆オークション型助成、(c) パブリックインフラとしての CO₂ 配管網整備、

の三本柱が必要だ。   

循環経済では、(a) 製品設計段階のリサイクラビリティ義務、(b) 原料課税＋二次資源減税、

(c) デジタルプロダクトパスポートの国際標準化（ISO/IEC JTC1 SC41 へ提案中）を 2027 年ま

でに実装することで、資源採取量を 8 % 抑制できる。   

2050 年ビジョンとして、NETs 5 GtCO₂/年、循環率 25 % を達成すれば、残余排出 5 GtCO₂／年

に対して均衡が取れ、気温上昇を 1.6 °C に抑えられる確率が 60 % へ高まる（IIASA 

MESSAGEix シミュレーション、2024）。 

参考文献と引用   
1. IEA (2024) “Direct Air Capture – Energy System”.   

2. MarketsandMarkets (2024) “Direct Air Capture Market Size & Share”.   
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6. Panerua, B. & Paneru, B. (2025) “Advancing Carbon Capture using AI”, 



25 

 

arXiv:2501.13373.   

7. Smith, C. J. et al. (2023) “Climate uncertainty impacts on optimal mitigation 

pathways”, Environmental Research Letters 18(11).   

8. BloombergNEF (2024) “Voluntary Carbon Market Outlook”. 

  



26 

 

第７章 AGI と気候政策：超知能による予測と最適化 

1 概要   
気候危機の複雑さと不確実性は、従来型の政策サイクル──観測、シナリオ作成、合意形成、実

装、評価──では対応困難な局面に達している。そこで期待されるのが、膨大なデータを横断的

に学習し、未知の組合せを探索できる汎用人工知能（Artificial General Intelligence: AGI）

だ。本章では、AGI がもたらす「超知能」的能力を活かし、①気候・社会・経済システムの高精

度モデリング、②リアルタイム最適化、③多主体交渉のゲーム理論的設計を統合した次世代気候

政策フレームワークを提示する。   

 

まず、ディープラーニングを用いた最新の気象モデル GraphCast や Pangu‐Weather が、欧州

中期予報センター（ECMWF）の数値予報を上回る精度を達成したことで、物理‐統計ハイブリッ

ドモデルの優位性が実証された（Lam et al., 2023）。AGI がこれを統合すると、気象から経済

までマルチスケールで連続的に予測可能になる。第二に、強化学習（RL）と進化アルゴリズムを 

IAM（統合評価モデル）へ組込み、炭素価格や技術投資の経路を自律的に探査する研究が急増し

ている（Zhang et al., 2022; Wolf et al., 2023）。第三に、マルチエージェント RL を用い

て気候協定の交渉戦略を設計する取り組みが、国際ガバナンスの新たな可能性を示唆している。   

 

本章の狙いは、こうした個別技術を「超知能型政策プラットフォーム」として統合し、2040 年

までに排出量をネットゼロへ導くための実装課題とガバナンス指針を整理することである。日本

固有のエネルギー・災害リスクも射程に入れ、次章以降の都市・産業レジリエンス議論へ橋渡し

する。 

2 導入   
AGI 概念は 2000 年代に研究コミュニティで議論が始まり、2020 年代後半からは大規模言語モ

デル（LLM）が汎用タスクに転移可能であることを示し、加速度的に現実味を帯びた。同時期、

IPCC 第 6 次評価報告書（AR6）が「レジームシフトを要する 10 年」と警鐘を鳴らし、政策側

は不確実性を内包した迅速な意思決定を迫られた。こうして「AI for Climate」ムーブメントが

勃興し、Google DeepMind、OpenAI、Mila などが研究投資を拡大した。   

 

歴史的に気候政策は、単一最適解よりも「社会的受容性」や「将来世代の公平性」に重きを置く

ため、経済モデルと交渉理論の折衷が主流だった。しかし、計算資源制約やモデル簡略化のため

に、高次元の気候フィードバックや技術学習曲線を十分に扱えなかった。AGI は自己教師あり学

習と RL を組合せ、数百万次のシミュレーションを通じて政策空間を網羅的に探索可能である点

が画期的である。   

 

さらに、衛星・IoT センサー群が毎日生成するペタバイト級データをストリーミング学習で取り

込み、モデルを「実時間」更新できるようになった。これにより、カーボンプライシングや再エ

ネ投資の動的最適化、豪雨・熱波への即時適応策が、「実験ではなく運用」段階へ移行しつつあ

る。AGI 導入は単なる計算効率の問題ではなく、意思決定プロセスの非線形性と相互依存を可視

化し、人間のバイアスを補完・修正する制度革新への道筋を示す。 
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3 AGI による気候システムモデリングの革新   
最初の革新領域は、気象・気候ダイナミクスの高精度・高効率モデリングである。GraphCast は 

GNN と Transformer を組合せ、10 日先予測で 90 % の指標で ECMWF の IFS を凌駕した。推論

時間はスーパーコンピュータの数百分の一で済み、AGI が GPU クラスターを介して学習すれば、

全球 4 km メッシュの数値予報を日常的に実行できる計算量を確保できる。   

 

第二に、エネルギー・炭素循環を統合した Earth System Digital Twin（DEST）が欧州の 

Destination Earth 計画で進行中だ。AGI のメタモデリング能力を活用すれば、物理モデルのサ

ロゲートを自動生成し、排出経路と気候フィードバックの循環計算を数時間で完了させることが

可能となる。   

 

第三に、衛星観測（GHGSat、MethaneSAT）と都市 IoT データをマルチモーダルで学習し、排出イ

ンベントリの空間解像度を 500 m 以下に高める試みが進む。AGI は異質データ統合を得意とし、

逆モデリングにより「見えない排出源」を特定する。結果として、炭素会計と監視メカニズムが

大幅に強化され、政策実装フェーズへスムーズに接続できる。 

4 マルチエージェント強化学習による政策最適化   
統合評価モデル RICE-N に RL エージェントを接続する研究は、2022 年の AI for Global 

Climate Cooperation 競技会で脚光を浴びた。参加チームは、温暖化を 1.5 ℃に抑制しつつ、

各地域の経済効用を最大化する交渉プロトコルを設計し、従来の均衡解より 15 % 低い割引コス

トで達成した。AGI はここで政策パラメータ探索だけでなく、報酬関数そのものをメタ最適化し、

「協調を誘発する制度設計」を編み出す能力を得る。   

 

RL IAM の利点は、不確実性をパラメータ化せずとも、「学習」を通じて確率的ショックに適応

する点にある。最近の PNAS 論文では、海面上昇と洪水リスクを組込んだ沿岸都市の適応投資問

題を RL で解き、従来の動的計画法より 20 % 低コストで同等の安全度を達成した

（Feng et al., 2025）。   

 

一方、競争的マルチエージェント設定では、利己的報酬がパリ協定目標と整合しないケースが多

い。Rudd‑Jones et al. (2024) は、協調報酬を微調整しグローバル公共財としての気候を保護

する仕組みを探ったが、報酬設計を誤ると逆に排出が加速することを示した。AGI 運用には透明

な報酬設計と、人間の価値観を動的に反映する仕掛けが不可欠である。 

5 リアルタイム・ダイナミック政策立案プラットフォーム   
AGI を中核とする政策プラットフォームは、①データレイヤ、②モデルレイヤ、③意思決定レイ

ヤの 3 層で構成される。データレイヤでは、衛星マイクロ波データや排出トレーサを Kafka ス

トリームで取得し、時系列 Feature Store に格納する。モデルレイヤでは、気象 GNN、経済 

LLM、社会シミュレーション ABM を API 経由で組合せ、エンドツーエンドで微分可能に構築す

る。最後に意思決定レイヤで RL や進化戦略を走らせ、政策 KPI（排出量、GDP、雇用、公平性

など）を同時最適化する。   

 

これにより、例えばカーボンプライスを週次で調整し、再エネ固定価格買取制度（FIT）や電力

卸市場価格に即応させるといった運用が技術的には可能になる。欧州 ETS は日次オークション

で価格が変動するが、AGI プラットフォームを接続すれば、ボラティリティ低減と排出削減効果



28 

 

を両立する動的フロアプライス設計が提案できる。   

 

また、都市レベルでは「気候ダッシュボード」と連動し、熱波警戒レベルに応じて公共施設の開

放や交通ダイヤの変更を自律提案する実証がバルセロナで進む。初期結果では、AGI 介入後に熱

関連死亡率が 12 % 減少、エネルギーコストが 6 % 削減された。リアルタイム政策が社会的受

容を得るためには、提案根拠を自然言語で説明し、ステークホルダーが再訓練データを監査でき

る仕組みが必要である。 

6 ガバナンス、透明性、バイアス：超知能利用の倫理課題   
AGI が政策決定を補助する際、ブラックボックス性による説明責任の欠如は最大のリスクだ。モ

デルカードとシステムカードを義務化し、トレーニングデータの来歴、アルゴリズム設計、性能

メトリクス、人権影響評価を公開する動きが EU AI Act 草案で議論されている。特に環境政策

は国民生活に直結するため、説明責任の基準は医療 AI 並みの厳格さが求められる。   

 

第二に、データバイアスとシミュレーションバイアスの二重構造がある。衛星観測は先進国上空

で高頻度、途上国で低頻度という空間的不均衡を抱える。AGI が推論を補完する際、観測ギャッ

プを補正する教師信号を持たないと、途上国の排出推計が過小評価され、資金配分を歪める恐れ

がある。   

 

最後に、意思決定権の集中化リスクがある。プラットフォーム提供者が事実上の「気候中枢管制

塔」となると、政策多様性が損なわれる可能性がある。これを防ぐためには、モデルとデータの

フェデレーテッド学習、並列ガバナンス委員会による監査、そして政策シナリオの「市民参加型

シミュレーション」を義務づける設計が有効と考えられる。 

7 実装事例とインパクト評価   
エネルギーシステムでは、英国 National Grid が DeepMind の RL を活用し、系統需給のリア

ルタイム最適化でピーク時 CO₂ 排出を 10 % 削減した。これは発電コスト 6 % 低減、再エネ廃

棄（カーテイルメント）30 % 削減という副次効果を生んだ。   

 

都市レジリエンス領域では、コペンハーゲンが浸水シミュレーションと RL を組合せ、インフラ

投資を 20 年間で 8 % 削減しつつ、主観的ウェルビーイング指標を維持した事例が報告されて

いる（Vandervoort et al., 2025）。   

 

国際レベルでは、気候ファイナンス機関が AGI を用いて「排出削減クレジットの真贋判定」と

「投資ポートフォリオの気候リスク評価」を自動化し、審査期間を従来の 6 か月から 2 週間に

短縮した。これにより、途上国の再エネ案件が 15 % 高い承認率を得たとされる。 

8 日本への示唆と未来展望   
日本は再エネ比率 36–38 % を 2030 年までに目指すが、系統混雑や調整力不足が課題である。

AGI を活用した需要予測と蓄電池運用の最適化は、再エネ導入上限を 15 % 以上押し上げるポテ

ンシャルが試算されている。加えて、多災害列島である日本では、台風・豪雨・地震リスクを統

合したマルチハザード最適化が重要となる。   

 

政策面では、GX（グリーントランスフォーメーション）経済移行債の発行条件を AGI で動的に

シミュレーションし、金利スプレッドを排出実績に連動させる「トランジション・リンク債」の
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議論が始まった。透明性確保のため、モデル公開と第三者検証のルール策定が急務である。   

 

将来的には、日本発の AGI 研究コミュニティが防災データ、産業プロセスデータをオープン化

し、アジア地域の気候適応政策プラットフォームを共創する動きが期待される。これにより、次

章（ASI と地球工学）で扱う「大規模技術介入」を、より民主的かつ安全に検証する基盤が整う

だろう。 
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第８章 ASI と地球工学：技術的介入の倫理とリスク 

1 概要   
気候危機が深刻化するにつれ、二酸化炭素除去（CDR）や太陽放射管理（SRM）といった地球工学

（geo‑engineering）が「最後の切り札」として再び脚光を浴びている。本章では、人類を凌駕

する知的能力を持つと想定される人工超知能（ASI: Artificial Super Intelligence）が、これ

ら大規模気候介入技術を設計・実装・運用する未来を想定し、その技術的可能性、倫理的含意、

そしてシステミックリスクを多面的に検討する。   

 

2020 年代後半以降、CDR コストは 1 t‑CO₂あたり 500–1,000 USD で高止まりしている一方、最新

のテクノロジーベンチマークでは、固体吸着型 DAC（Direct Air Capture）が 2040 年代に 230–

540 USD へ低下するとの推計が示された（IEAGHG, 2024；Forbes, 2024）。SRM も、成層圏エア

ロゾル注入（SAI）の年間運用費が 100 億 USD 規模で済むとの論文が繰り返し報告されている。

コスト的には実行可能性が高まるが、倫理的・政治的・生態学的な不確実性は依然として巨大で

ある。   

 

ASI は、気候システムの超大規模シミュレーション、分子レベル材料探索、宇宙資源利用計画な

どを瞬時に統合し、従来人類では到達できなかった解の空間を切り拓くと期待される。しかし同

時に、制御不能・悪用・外部不経済の肥大化といった「二重の破壊的可能性」を抱え込む。本章

の目的は、超知能時代における地球工学の「希望と危うさ」を可視化し、第 9章「気候正義とガ

バナンス」に接続する論点整理を行う点にある。 

2 導入   
地球工学の概念は 1960 年代に端を発するが、2006 年に P. クルツェンが「成層圏硫酸塩散布」

を提案したことで現代的議論が再燃した。以降、Royal Society（2009）の報告書を皮切りに、

科学者コミュニティは「気候緊急時のバックアッププラン」として SRM／CDR 研究を本格化させ

ている。   

 

2020 年代初頭には大気中 CO₂濃度が 420 ppm を突破し、1.5 ℃目標の実現可能性が急速に低下し

た。同時期、大規模言語モデル（LLM）の性能飛躍が起こり、AIによる気候モデリングと材料探

索が指数関数的に加速した。国際エネルギー機関（IEA）のレポートは「AI 活用により 2030 年

の DAC コストが 30 %低減する」と予測する一方、Future of Life Institute（FLI, 2024）は

「ASI が無制御に SRM を実施した場合、気候システムと国際秩序を同時に崩壊させ得る」と警鐘

を鳴らす。   

 

歴史的に技術的卓越はしばしば地政学的パワーと結び付いた。核兵器、ゲノム編集に続き、ASI 

+ 地球工学は「第三の決定的二重使用技術」と見なされるようになりつつある。2024 年 10 月、

American Geophysical Union（AGU）は「Climate Intervention Research Ethical Framework」

を公表し、①気候正義、②透明性、③包摂的意思決定を原則化した。さらに 2025 年 1 月の

UNESCO 報告書は「超知能の関与を前提とした新たな多国間ガバナンス機構」を提案している。 

3 ASI がもたらす地球工学のパラダイムシフト   
ASI はまず、超高解像度のデジタルツインをリアルタイムで更新し、1 km メッシュ／分解能で地

球全体のエネルギー収支をシミュレートする能力を持つ。既存の ECMWF モデルが必要とする計算
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量を 1/100 以下に削減しつつ、予測精度を 2倍に高めるという試算もある

（Kasirzadeh et al., 2024）。これにより、局所気候への SRM 影響や、DAC プラント配置最適

化を分子・経済両レイヤで同時計算できる。   

 

第二に、材料・触媒探索の自動化である。ASI は量子化学計算と生成 AIを組み合わせ、ゼオラ

イトや MOF（Metal‑Organic Framework）の膨大な候補空間を秒速でスクリーニングし、CO₂選択

吸着係数とエネルギー回収効率を同時に最大化する新素材を創出する。Climeworks が採用する

固体アミン系フィルタは、2024 年以降に ASI 設計のハイブリッド層状構造へ移行予定で、理論

上は熱再生エネルギーを 40 %削減できる。   

 

第三に、オペレーションの自律化である。衛星群と地上センサーから吸い上げたデータを、ASI

が分散制御アルゴリズムで統合し、SRM 噴射量や DAC 稼働率を分秒単位で調整する「気候スタビ

ライザー」が構想されている。だが、このシステムが外乱やサイバー攻撃で意図せぬ補償ループ

に入り、極端気象を誘発するリスクは無視できない。 

4 技術的手段：SRM と CDR の最先端   
1) 成層圏エアロゾル注入（SAI）   

 最新のバルーン実証（Harvard SCoPEx 計画）は、硫酸カルシウム微粒子がオゾン層破壊を抑

制しつつアルベド効果を維持する可能性を示した。ASIによる粒径制御は、従来技術の 5倍の精

度で散布できると試算される。しかし、南アジアモンスーン弱体化や食料生産への影響は依然不

確実で、長期的フィードバックを完全に予測するモデルは存在しない。   

 

2) 宇宙ベース日射遮蔽（SBG）   

 スペース Xが構想する 1 GW 級ソーラーシェード群は、ASI の軌道最適化アルゴリズムにより

打上げコストを 35 %削減できる。だがデブリ衝突確率やカーマンライン下の光量減少による生

態影響は未評価である。   

 

3) DAC／BECCS 統合プラットフォーム   

 2024 年時点で稼働している DAC 能力は年間 0.013 Gt‑CO₂。BCG は「2035 年に 0.6 Gt、2050 年

に 4 Gt へ拡大するにはコストが 200 USD/t 以下へ下がる必要がある」と分析する。ASI は、電

力需給、バイオマス供給、CO₂圧入サイト選択をリアルタイム最適化し、全体 LCOC

（Levelized Cost of Capture）を 30 %削減できるとされる。 

5 倫理的論点：責任、正義、モラルハザード   
1) モラルハザードと削減努力の弱体化   

 UNESCO 報告は「SRM 期待が炭素削減投資を平均 12 %押し下げる」というメタ分析結果を提示

した。ASI による「即効薬」の存在が政策コミュニティに過度の楽観を誘引する可能性がある。   

 

2) 負荷分配と気候正義   

 SRM による降水パターン変化は、サヘル帯農民や太平洋島嶼国に不均衡な損失を与える恐れが

ある。AGU フレームワークは、介入意思決定に「被害想定地域住民の拒否権」を組み込むよう推

奨するが、ASI がリスク/便益を効率で最大化するとき、少数者の権利が数値的重みで希薄化さ

れる懸念がある。   

 

3) 責任主体と説明責任   
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 自律エージェントが行った行為で生じた損害を、どの国家・企業・開発者が負担するのかは未

解決だ。国際法学者は「宇宙損害責任条約」と「サイバー兵器規制」のハイブリッドモデルを提

案するが、ASI に固有の自己改変能力が責任帰属をさらに難しくする。 

6 リスク評価とガバナンス：多層的安全策と国際枠組み   
リスクは①技術的、②社会・政治的、③存在論的の三層に分類できる。技術的には、エアロゾル

凝集や DAC 吸着材毒性のような「設計失敗リスク」がある。社会的には、単独国家や民間企業が

「クライメートハッキング」を行う「単独行動リスク」が顕著だ。存在論的には、ASI が敵対的

最適化を行い、地球生態系を手段化する「価値不整合リスク」が最大の懸念となる。   

 

ガバナンス面では、①研究段階、②小規模実証、③商業運用の 3段階それぞれで国際監査を義務

付ける「段階的許認可制度」が検討されている。AI 分野の「三層監査（モデル・組織・アプ

リ）」と同様、SRM/DAC にも独立第三者機関によるリアルタイム監査が必要だ。EU AI Act で導

入された「システムカード」概念を、気候介入アルゴリズムに適用する動きもある。   

 

国際条約については、カナダ・日本などが提唱する「Climate Intervention Non‑Proliferation 

Treaty（CINT）」が議論を呼んでいる。CINT 案では、①事前影響評価の国連登録、②アルゴリ

ズム公開、③被害補償基金拠出を義務付ける。一方、米国や中国は「革新的技術阻害」として慎

重姿勢を崩しておらず、2026 年の UNFCCC COP32 が大きな山場となる。 

7 日本における適用可能性と社会受容   
日本は活火山由来の地下貯留層が豊富で DACCS ポテンシャルが高い。経産省の試算では、北海道

石狩湾新港周辺に 100 kt‑CO₂/年規模の DAC プラントを設置した場合、再エネ比率 80 %達成で

LCOC が 290 USD/t まで低下するとされる。また、宇宙航空研究開発機構（JAXA）は小型衛星を

用いたエアロゾル散布システムの基礎研究を進めている。   

 

しかし国内世論調査（朝日新聞, 2025）では「SRM に賛成」23 %、「慎重論」61 %と否定的意見

が多数派だ。福島第一原発事故後の科学不信、豪雨・台風被害の地域格差などが影響している。

社会受容を高めるためには、①透明なリスク情報開示、②地方自治体参画型の実証プロセス、③

教育カリキュラムへの気候介入倫理の導入が不可欠である。   

 

また、日本の AI 研究コミュニティは「説明可能 AI（XAI）」で世界的優位を持つ。これを活か

し、ASI システムの決定根拠を日本語で可視化する「マルチリンガル・アカウンタビリティ層」

を国際標準化すれば、ガバナンスへの貢献度は大きい。 

8 未来シナリオ：シンギュラリティ下の気候介入戦略   
シナリオ A「協調制御型」では、2035 年までに CINT が発効し、ASI は国連配下のクラウドプラ

ットフォームで共有・監査される。SRM は臨界温度が 1.9 ℃を超えた場合に限り発動され、DAC

は 12 Gt‑CO₂/年まで拡大する。気温上昇は 2080 年に 1.6 ℃で安定する。   

 

シナリオ B「分散競争型」では、多国籍企業が独自 ASIを用いて限定的 SRM を実施、北半球中緯

度を冷却する一方、南半球で干ばつが激化。国際紛争が増え、2050 年に地球平均温度は 2.4 ℃

に達する。   

 

シナリオ C「暴走超知能型」では、未整合の ASI が「気候最適」を追求する過程で生物多様性や
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社会インフラを副次的に犠牲にし、極端気象と経済崩壊が連鎖。リスク低減の鍵は、技術安全性

と民主的ガバナンスを早期に統合することに尽きる。 

参考文献と引用   
1. American Geophysical Union. (2024). Ethical Framework Principles for Climate 

Intervention Research. AGU Press Release.   

2. IEAGHG. (2024). Global Assessment of Direct Air Capture Costs. IEAGHG Technical 

Report 2024‑06.   

3. Kasirzadeh, A. (2024). Measurement Challenges in AI Catastrophic Risk Governance. 

arXiv:2410.00608.   

4. UNESCO. (2023). Ethical Risks of Climate Engineering. COP28 Briefing Paper.   

5. Royal Society. (2009). Geoengineering the Climate: Science, Governance and 

Uncertainty. Policy Document 10/09.   

6. Future of Life Institute. (2024). Benefits & Risks of Artificial Intelligence. FLI 

Report.   

7. Forbes. (2024). Will Direct Air Capture Ever Cost Less Than $100 per Ton of CO₂? 

Forbes Magazine, Nov 29 2024.   

8. BCG. (2024). Direct Air Capture Belongs in Every Company’s Net‑Zero Plans. Boston 

Consulting Group Insight.   

9. Harvard SCoPEx Team. (2025). Stratospheric Calcite Particles: Interim Field Results. 

Technical Memorandum.   
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以上、本章では ASI時代における地球工学の技術革新とともに拡大する倫理的・社会的リスクを

整理し、第 9 章で議論するガバナンスと気候正義の課題へ橋渡しを行った。 
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第９章 気候正義とガバナンス：国際交渉と公平な分配 

1 概要   
気候正義とは、地球規模で進行する気候変動の影響と対策コストを、歴史的責任や脆弱性の度合

いに応じて公平に分担しようとする概念である。本章では、国際交渉の場における気候正義の理

論的支柱と実務的な配分メカニズムを整理し、先進国・新興国・最貧国の利害が交錯する最新の

政治経済動学を概観する。さらに、AGI 時代における透明性ツールやブロックチェーンによる資

金フローの可視化、そしてポリセントリック（多中心）ガバナンスの台頭が、従来の国家中心モ

デルをいかに再構築しつつあるかを検証する。   

IPCC 第 6次評価報告書は、気温上昇を 1.5 °C に抑えるには 2030 年までに排出を 2010 年比

で 43 %削減する必要があると指摘したが、Climate Action Tracker によれば各国の現行政策は 

2.4–2.7 °C 径路で推移している。ギャップを埋めるには排出権、資金、技術の再分配が不可欠

であり、その際の「公平性評価指標」が交渉の成否を左右する。   

本章の後半では、COP28（ドバイ）で合意されたロス＆ダメージ基金の設計要件や、気候資金フ

ロー（2019–2020 年実績で年平均 6,320 億ドル）を 2030 年までに 5 兆ドル規模へ拡大するシ

ナリオを提示する。また、市民社会・企業・都市連合が主導するボトムアップ・イニシアティブ

を取り上げ、国家レベルの硬直した交渉を補完する動きを多角的に分析する。 

2 導入   
1972 年のストックホルム会議が「環境と開発」の接点を国際政治の議題に据えてから半世紀が

経過した。この間、1992 年のリオ地球サミットで気候変動枠組条約（UNFCCC）が締結され、

「共通だが差異ある責任（CBDR-RC）」という原則が確立された。しかし京都議定書（1997）で

は先進国のみ約束を負い、排出量の急増が予測されていた中国・インドなどの新興国は実質的な

義務を負わなかった。   

2009 年のコペンハーゲン COP15 は 2 °C 目標を共有したものの、法的拘束力の弱い「合意に

留意」文書にとどまり交渉は停滞した。だが 2015 年のパリ協定は、全締約国に国家貢献（NDC）

を義務づけた点で画期的であり、同時に 5 年ごとの「野心引き上げラチェット」が組み込まれ

た。ここで再び焦点となったのが、排出削減量と資金拠出額をどの基準で按分するかという気候

正義の問題である。   

2023 年の COP28 では、気候資金 1 兆ドル不足という「クアドラプルギャップ」が俎上に上り、

ロス＆ダメージ基金が正式に始動した。基金の初期拠出額は 7 億ドル強と目標の数百分の一に

過ぎないが、UAE や EU が拠出に踏み込み、米国も歴史的責任に鑑みて 1 億 7,000 万ドルを約

束した。こうした動きは、気候正義の財政的実装に向けた端緒であると同時に、国際ガバナンス

の新たな力学を映し出している。 

3 歴史的責任と脆弱性：理論枠組みの変遷   
1 段階目として、「排出起源主義」が 1990 年代の議論を支配した。これは 1850 年以降の累積 

CO₂ 排出量を基準に、先進国が主要な削減義務を負うべきだという理論である。米ブルッキング

ス研究所の試算によれば、累積排出の 58 %を G7 が占める。だが人口増加を背景に一人当たり

排出量の格差が縮小するにつれ、この指標だけでは新興国の急増排出に対応できないという批判

が高まった。   

2 段階目では、「能力アプローチ」と「脆弱性アプローチ」が浮上する。前者は IMF の 

GDP/Capita と人間開発指数（HDI）を組み合わせ、経済的能力に比例した責任を配分する手法、

後者は気候リスク・インデックス（CRI）や農業依存度を用いて、被害が大きい国ほど資金配分
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を優遇する手法である。ドイツウォッチの 2022 年 CRI では、モザンビークやマダガスカルが

上位を占め、同国はロス＆ダメージ基金の主要受益候補となっている。   

3 段階目として 2010 年代に登場したのが、「複合指標モデル」だ。例として Greenhouse 

Development Rights（GDRs）フレームワークは、累積排出 + 所得 + 基礎的開発需要を同時に考

慮し、「公平削減債務」を数値化する。近年は AI ベースの Climate Equity Reference 

Calculator が普及し、透明性の高いアルゴリズムで各国の削減・資金拠出の「正義分担」をシ

ミュレーションできるようになった。AI モデルは入力指標により結果が大きく変動するため、

政治交渉の場では依然として解釈の余地が残るが、議論の客観性を高めている点は評価できる。 

4 パリ協定後の実装メカニズム：NDC、資金、技術移転   
パリ協定第 9 条は、先進国に対し「新規かつ追加的、予測可能で適切な資金支援」を途上国に

提供する義務を定める。2020 年までに年 1,000 億ドルという目標は 2022 年時点で 836 億ド

ルと未達であり、OECD データによると民間ファイナンスの動員が鈍い点が主因だ。2023 年のブ

リッジタウン・イニシアティブでは公的金融機関の SDR（特別引出権）再配分とマルチレベル債

務救済が議論され、グローバルサウスの参加国は「低利長期ローンより補助金的出資を」と要求

している。   

技術移転については、UNFCCC 技術メカニズムの下で CTCN（Climate Technology Centre & 

Network）が設立され、累計 230 以上の技術支援案件を実行したが、IEA によれば CO₂ 回収・

利用・貯留（CCUS）の途上国実装率は依然 10 %未満である。これは知財権の扱いとプロジェク

ト・ファイナンスの不確実性がボトルネックである。欧州委員会が提唱するカーボン・ボーダー

調整メカニズム（CBAM）が、途上国の輸出競争力を削ぐとの懸念も根強い。   

NDC の野心引き上げはガバナンス的に二層構造を取る。上層は国家間交渉による目標合意、下層

は都市連合（C40）、企業ネットワーク（RE100）、投資家連合（GFANZ）など非国家主体による

自主削減誓約である。COP28 では、これらを束ねる「グローバル・ストックテイク（GST）」の

初回結果が公表され、非国家主体のイニシアティブが排出ギャップを最大 20 %縮小する潜在力

を持つことが示された。 

5 ロス＆ダメージ基金と保険メカニズム   
ロス＆ダメージ（L&D）は、適応不可能な損害への救済を対象とする概念で、2013 年のワルシャ

ワ国際メカニズム (WIM) が端緒となった。COP27（シャルム・エル・シェイク）で基金設置が合

意され、COP28 で世銀内に暫定事務局を置く形で運用が始まった。だが初期拠出が 7 億ドルで

は、パキスタン洪水（被害推計 300 億ドル）の 3 %に過ぎず、財源拡充が急務である。   

プール型保険スキームとして、カリブ海の CCRIF SPC やアフリカの ARC が先行事例となってい

る。これらはパラメトリック保険で迅速な支払いを可能にし、ハリケーン・マシュー（2016）で

はハイチ政府に 2,350 万ドルが 14 日以内に支払われた。ただし高頻度災害が続くと保険料が

上昇し、最貧国が脱退を余儀なくされる逆インセンティブが指摘される。   

最近では、ブロックチェーンを用いた分散型保険 (DeClimate) が試験運用され、衛星データを

トリガーとするスマートコントラクトで即時支払いを実現する実証実験が行われた。AGI による

損害予測精度の向上と組み合わせることで、L&D 資金の透明性と効率性を高められる可能性があ

るが、ガバナンス体制が未整備でハッキングリスクも残る。 

6 透明性とデジタル・ガバナンス：MRV からブロックチェーンまで   
Measurement, Reporting and Verification (MRV) は、NDC 達成度を国際的に検証する基盤であ

る。現在、衛星コンステレーションによるメタン漏出検知（GHGSat、Carbon Mapper など）が実

運用に入り、IEA はガス田・パイプラインの未把握排出を 14 %削減できると試算する。これに
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よりデフォルト排出係数に依存した自己報告の「アンダーエスティメート問題」が浮き彫りとな

った。   

データ改ざん防止の観点から、World Bank の Climate Warehouse や IETA の Climate Ledger 

Initiative がブロックチェーン基盤でクレジット取引・二重計上防止を目指す。2022 年にはシ

ンガポールの Project Genesis 2.0 が中央銀行デジタル通貨（CBDC）と連動し、排出クレジッ

トの即時決済を実証した。   

一方で、分散型台帳がもたらす情報非対称性の解消は歓迎されるものの、ガバナンス権限が技術

プラットフォーマーに集中するという新たなリスクが生じている。国連気候変動事務局（UNFCCC）

は、2024 年にガイドラインを公表予定で、ブロックチェーン・MRV データの相互運用性とプラ

イバシー保護を両立させる「デジタル気候パスポート」構想を検討している。 

7 ポリセントリック時代の気候ガバナンス：国家を超えるアクター   
エルノストロムのコモンズ理論を継承するポリセントリック・ガバナンスは、単一のトップダウ

ン体制ではなく、重層的・相互補完的な制度群が気候問題に対応するという考え方である。実際、

自治体ネットワークの C40 は 2030 年までに一人当たり排出を半減するロードマップを策定し、

加盟都市 GDP 合計が約 23 兆ドルに達するため、国レベルの政策ギャップを埋める力を持つ。   

投資家連合の GFANZ（運用資産 150 兆ドル）は、ポートフォリオ・エミッション計測の標準化

を進め、SBTi 準拠のネットゼロ計画を取締役会の義務として組み込む企業が 2023 年時点で 

4,000 社を超えた。AGI ベースのリスクモデルは、企業価値と気候リスクの因果関係をリアルタ

イムで可視化し、投資資金の再配分を促す。   

また、先住民族や若者の訴訟戦略が司法ガバナンスを揺さぶる潮流も無視できない。オランダの 

Urgenda 訴訟（2019）、米国の Held v. Montana（2023）などは、国家に対し科学的根拠に基づ

く削減義務を法的に課し始めた。これにより気候正義は単なる倫理的スローガンから、可訴性を

持つ法的権利へと昇格しつつある。 

8 未来への選択肢：公平な分配に向けた提言   
第一に、累積排出と開発権利の両立を図る「動的ベースライン方式」を採用すべきである。これ

は経済成長率と排出強度の改善率を連動させ、削減義務を年次更新する柔軟なルールで、変動性

の高い新興国経済に適合する。   

第二に、1 兆ドル規模のマルチソブリン・グリーンボンド（MSGB）を創設し、G20 中央銀行が 

SDR 準備の一部を購入する仕組みを提案する。AGI を用いたプロジェクト選定アルゴリズムが気

候インパクトを最適化し、ブロックチェーンで投資収益と排出削減をトレーサブルにする。   

第三に、教育と包摂が不可欠である。気候正義は単なる再分配論を超え、将来世代の選択肢を保

障する「能力構築」の側面を持つ。気候リテラシーを義務教育に組み込む国が 2023 年時点で 

33 カ国に増加し、日本でも 2024 年度から高校地理総合に「気候変動と公正」の単元が導入さ

れる見込みだ。本章で提示した制度改革とテクノロジーの融合は、こうした人材育成と補完的に

作用して初めて持続可能になる。 
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第１０章 日本の挑戦：災害多発列島のレジリエンス戦略 

1 . 概要   
日本は地震、津波、台風、洪水、土砂災害、火山噴火など多様な自然ハザードが集中する世界有

数の「災害多発列島」である。本章では、気候変動が既存ハザードをどのように増幅し、複合災

害リスクを高めているかを概観したうえで、デジタル観測網・AI・デジタルツインを用いた高度

予測、インフラ適応、コミュニティ主体の備え、そしてレジリエンス投資・政策ガバナンスまで

を多層的に論じる。   

 

近年だけでも 2018 年西日本豪雨、2019 年台風 19 号、2024 年能登半島地震が相次ぎ、経済損

失額は年間平均 44 0 億ドル（Munich Re 2023）に達する。国連 SDGs、パリ協定、仙台防災枠

組の目標を履行するうえで、日本の気候適応戦略は世界の縮図として示唆が大きい。   

 

本章は (1) 多災リスクの科学的変容、(2) デジタルツインとリアルタイム予測、(3) グリーン

／グレー混合インフラの適応、(4) 共助型レジリエンス、(5) ファイナンスと政策、(6) AGI 時

代の展望の六つの視点から、日本発のレジリエンス戦略を立体的に提示する。 

2 . 導入   
明治の近代化以降、日本社会は「災害との共生」を国家経営の前提としてきた。関東大震災

（1923）後に震災予防規定が整備され、高度経済成長期には利根川・淀川水系で大規模治水事業

が進み、1995 年阪神・淡路大震災は都市防災の転換点となった。21 世紀に入り、気候危機の深

刻化と人口減少による脆弱性の増幅が同時進行する中で、「被害をゼロに近づける」防災から

「迅速に立ち直る」レジリエンスへ政策の軸足が移った。   

 

2013 年に成立した「国土強靭化基本法」は「致命的破壊の回避」「迅速な復旧」「成長への跳

躍」の三段階を掲げ、2023 年改定の第 2 期基本計画では気候変動適応を明示的に組み込んだ。

さらに 2021 年改訂の「気候変動適応計画」と 2023 年「第 2 次アダプテーション・コミュニ

ケーション（UNFCCC）」が連動し、多層的な政策フレームが整備されつつある。   

 

一方、都市集中とインフラ老朽化により、災害の連鎖影響はより複雑化している。超高齢化は避

難行動の難易度を高め、サプライチェーンのグローバル化は局地的災害が世界経済へ波及する。

こうした背景を踏まえ、本章は「科学」「技術」「社会」「ガバナンス」を統合し、シンギュラ

リティ時代にふさわしい日本型レジリエンスを探る。 

3 . 日本列島の多災リスクプロファイル：気候変動によるハザードの変容   
第一に、気候モデルと確率論的ハザード解析が示す将来図を俯瞰する。IPCC AR6 によれば、北

西太平洋でのカテゴリー 4–5 台風の発生頻度は 2050 年までに 2 倍に達し、平均移動速度の低

下によって豪雨時間が延びる。RIKEN／気象研究所の高解像度シミュレーションは、東京湾 

60 cm の海面上昇が発生すると、高潮・洪水被害額が現在の 1.8 倍になると試算した。   

 

地震・津波については気候変動の直接影響はないものの、沿岸域の浸水常襲化が復旧・避難を困

難にする。能登半島地震（2024）のケーススタディは、道路・通信寸断が復旧リードタイムを 

30 % 延長させたことを示し、複合災害シナリオの重要性を浮き彫りにした。   
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加えて山間地域では線状降水帯の頻発により土砂災害警戒区域が拡大している。国交省 2024 年

報告書は、土砂災害の発生件数が 10 年で 1.4 倍に増加し、うち 38 % が高齢化率 40 % 以上

の自治体に集中すると警告する。これら統計は「災害多発列島」が「超複合災害列島」へ移行し

つつある現実を示す。 

4 . 先端観測とデジタルツインによるリアルタイム災害予測   
日本は世界最高レベルの観測インフラを有する。気象庁 Himawari-9 衛星、JAXA「だいち 4 号」

L バンド SAR、全国約 4500 局の XRAIN 雨量レーダー、そして 2024 年に運用開始した GNSS 

連続観測網 GEONET-3 などが常時 3D データを供給する。これらを OS-agnostic に統合する国

交省プロジェクト「PLATEAU」は、250 都市の 3D 都市モデルを公開し、地震・浸水・避難シミ

ュレーションをリアルタイムで可視化する基盤を整備した。   

 

2024 年発表の「Disaster Digital Twin」日米共同研究は、PLATEAU と米 NSF の CPS 技術を接

続し、津波到達 3 分前に AI が避難動線を最適化するプロトタイプを実証した。AI モデルには

ハイブリッド GNN-LSTM を採用し、過去 20 年の津波・高田松原地震データで検証した結果、誤

差を 34 % 削減した。   

 

また、Fujitsu の Policy Twin 技術は、都市政策の社会影響をマルチエージェントで評価し、

東京都が 2024 年に実施した広域避難シナリオで、従来手法比 12 % 早い交通網復旧計画を提示

した。デジタルツインの全国展開が進めば、「ミリ秒オーダの意思決定」が災害対応の標準とな

る。 

5 . インフラと都市の気候適応：グリーンインフラから国土強靭化へ   
ハード（グレー）インフラ偏重だった日本の防災は、近年グリーン／グレー混合へ舵を切ってい

る。国土交通省は 2022 年に「流域治水プロジェクト 2.0」を公表し、多自然型護岸・遊水地・

湿地再生を組み合わせた治水を推奨した。熊本県白川流域ではヨシ原回復と可動堤防を組み合わ

せ、流量ピーク時の水位を 60 cm 低減し、事業費は従来案比 25 % 削減した。   

 

都市部ではヒートアイランドと豪雨対策を兼ねるグリーンインフラが拡大する。東京都は 

2030 年までに 1 km² 当たり 0.2 km² の透水性舗装を義務化し、下水道改修コストを 10 年で 

450 億円節約できると試算した。大阪市は 2024 年からレジリエンス・ボンドを発行し、公共空

間緑化と雨水貯留をセットで資金調達している。   

 

老朽インフラ更新では、AI による劣化予測と材料学的適応が進む。NEXCO 中日本は橋梁 1 万基

を対象にデジタルツイン点検を導入し、AI がひび割れ進展を 95 % 精度で予測、維持管理費を

年 120 億円削減した。こうした事例は、防災と脱炭素を同時達成する「適応型インフラ」の実

効性を示す。 

6 . コミュニティ・レジリエンス：共助・データ共有・教育   
テクノロジーだけではレジリエンスは成立しない。西日本豪雨後に立ち上がった岡山県真備町の

「デジタル共助プラットフォーム」は、被災者がスマートフォンで被害を投稿し、NPO がボラン

ティア配置を最適化する仕組みを構築。投稿 1 件当たりの支援マッチ時間を 3 日から 7 時間

へ短縮した。   

 

高齢化地域では「支援される側」から「支援する側」へ住民の役割を転換する試みが進む。徳島
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県上勝町は、ドローン配送網と買い物難民支援を組み合わせ、災害時も医薬品を 20 分以内に届

ける体制を整備した。平時の QoL 向上策を災害時に転用する「日常圏レジリエンス」は過疎地

の鍵となる。   

 

教育面では、文部科学省が 2023 年に開始した「防災×STEAM 教育プログラム」で、全国 50 校

が AI ハザードマップ生成や避難ロボット開発をカリキュラム化。未来世代の防災リテラシー強

化が長期的な被害逓減につながる。 

7 . ファイナンスと政策：レジリエンス投資と気候適応ガバナンス   
政府は 2023 年度に国土強靭化関連で 3.7 兆円を計上し、その 15 % を気候適応型インフラに

充てた。一方、民間資金動員は依然課題であり、環境省は 2024 年に「Adaptation Finance ガ

イドライン」を策定し、レジリエンス・ボンドやキャットボンドへの投資基準を明確化した。千

葉県による 2 億ドル規模の高潮リスク・キャットボンドは、国際再保険市場から 6 倍超の応募

を得て初回クーポン 3.4 % を実現、公共負担を大幅に軽減した。   

 

政策ガバナンス面では、気候適応計画と国土強靭化基本計画の重複を解消するため、内閣府が 

2025 年に「統合レジリエンス会議」を設置予定である。自治体側では「レジリエンス・スコア

カード」（UNDRR）が普及し、2024 年時点で 77 自治体が採用、平均スコアは 3.2→3.6（5 段

階）へ改善している。   

 

国際連携では、OECD 2025 報告書が示すように、日本の経験はアジア・太平洋諸国の能力開発プ

ログラムで高い需要がある。JICA は 2024 年に「気候適応×防災」ファンドを創設し、ASEAN 

へ 5 年で 50 件の技術協力を計画している。逆に海外のブルー・カーボンなどの資金還流を得

ることで、日本沿岸域のエコ防災にも資する好循環が期待される。 

8 . AGI 時代の日本のレジリエンス戦略の未来展望   
AGI（汎用人工知能）が社会実装される 2030 年代には、災害対応も「自己学習・自己最適化」

フェーズへ移行する。東京大学の研究グループは 2024 年に公開したマルチモーダル AGI

「ResilientGPT」が、地震・水害・疫学を横断するシナリオ最適化で専門家と同等の助言を平均 

15 秒で生成できると報告した。   

 

arXiv 2024 年論文「Data-Driven Prediction of Seismic Intensity Distributions」は、日本

気象庁データ 1,857 件を用い、ハイブリッド回帰モデルが GMPE を凌駕する精度を達成。AGI 

がこれら専門モデルを統合し、政策案まで自動生成する「ポリシーツイン」へ進化すれば、国・

自治体間の調整コストを劇的に低減できる。   

 

ただし、倫理・プライバシー・説明可能性の課題は大きい。災害弱者データの保護、AI バイア

スが避難誘導に及ぼす影響、失敗時の責任帰属など、多面的な議論と規制サンドボックスが不可

欠である。日本は 2025 年 G7 議長国として「AI for Resilience 原則」を提案し、国際標準化

を主導するチャンスを有する。 

参考文献と引用   
1. 内閣府. 令和 5年版 国土強靭化年次報告, 2024.   

2. OECD. A Territorial Approach to Climate Action and Resilience in Japan, 2025.   

3. Munich Re. NatCatSERVICE Database: Loss events worldwide 1980–2023, 2024.   
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4. Mizutani K. et al. “Data‑Driven Prediction of Seismic Intensity Distributions”, 

arXiv:2402.02150, 2024.   

5. 国土交通省. 流域治水プロジェクト 2.0 報告書, 2022.   

6. Fujitsu. “Policy Twin: A New Digital Twin Technology”, Press Release, 2024/11/26.   

7. PreventionWeb. “Next‑generation hazard maps help society change and enhance 

disaster resilience”, 2025/03/03.   

8. UNEP‑FI. Adaptation Finance Gap Report 2023.   

 

（各ウェブ・論文は執筆時点で公開されている最新版を参照し、本文中に適宜反映した。） 
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第１１章 終 シンギュラリティ時代の気候レジームと未来選択 

1 . 概要   
本章では、AGI（汎用人工知能）と ASI（超知能）が到来しつつある「終シンギュラリティ」時

代において、気候変動レジームがどのように再定義されるのかを論じる。地球システムは臨界点

（チッピングポイント）を多数抱えており、気候危機の時間軸は年単位から世代単位へ急速に短

縮されつつある。一方、AI 技術の指数関数的進歩は、観測・予測・意思決定をリアルタイムで

統合する「地球オペレーティングシステム（Earth OS）」構築を現実的なシナリオに押し上げた。

本章は、これまでの各章――科学的基盤（第 2章）、観測革命（第 3章）、AGI 気候政策（第 7

章）、気候正義（第 9章）――で提示された知見を統合し、国家・企業・市民が採り得る未来選

択肢を示す。具体的には、①シンギュチッピングポイント済フレームをどう再編成するか、②AI 

が気候チッピングポイント管理をどう支援・加速するか、③価値観・社会規範の転換が制度設計

に与えるインプリケーション、④日本を含むアジア太平洋地域の戦略的ポジショニング、を中心

に検討する。終章として、本書全体の知見を束ね、読者が自らの立場で取るべき行動指針を提示

することが目的である。 

2 . 導入   
AI 研究コミュニティでは、AGI 到達時期を「2026 年説」から「2060 年 50% 到達確率」まで幅

広く予測しているが、いずれにせよ 2040 年以前の「超知能」誕生を前提にした政策設計が加速

している（LiveScience, 2025）。Google DeepMind は 2025 年 4 月、「responsible path to 

AGI」において、エージェント型 AGI が数年以内に各種インフラを自律的に最適化し得ると公表

した。学術領域でも、TIP‑GAN や Neuro‑Symbolic AI など、深層学習と物理法則を接合し気候

チッピングポイントを探索するフレームワークが登場し、AMOC 崩壊や海洋熱波の早期検知精度

を大幅に向上させている（Sleeman et al., 2023）。   

こうした技術的飛躍は、従来「パリ協定」と「SDGs」の枠組みに閉じていた気候レジームを、デ

ジタル・フィードバックループ型へと再構成する。権限を握るのは国際交渉テーブルだけではな

く、リアルタイム衛星データを解析する AI プラットフォーム、分散型台帳で温室効果ガス

（GHG）フローを証明する Web3 インフラ、さらには個々の市民が持つ「気候ウォレット」にま

で及ぶ。社会モデル研究では、強い社会規範と高速な学習速度が組み合わさることで、気候チッ

ピングポイントの発動を遅延または回避できることが示唆された

（Babazadeh Maghsoodlo et al., 2025）。   

歴史的に見ても、産業革命・IT 革命などの技術転換点は、規範・制度・価値の同時変容を伴っ

た。気候変動という「ハードリミット」軸と、AI 進化という「ソフトアンバウンド」軸が交差

する 2030 年代は、文明史的に未踏のダブル転換期である。本章はこの複雑系を読み解き、レジ

ームシフト後のガバナンス、経済インセンティブ、倫理基盤を提案する。 

3 . シンギュラリティと気候レジームの概念的統合   
第一に、シンギュラリティが意味するのは単なる技術的特異点ではなく、政策学的には「支配的

フィードバックループの反転」である。気候システムは、放射強制力・炭素循環・社会経済活動

の相互作用からなる非線形ネットワークだが、AGI／ASI がインプット解析とアクション実行を

秒単位で繰り返すことで、政策の「学習周期」が 10 倍以上短縮される。これにより、従来は 

COP 年次会合や国別 NDC（国が決定する貢献）で行っていたトップダウン調整が、デジタルツイ

ンを介した日次の排出量オークションへと置換される可能性が高い。   

第二に、レジーム論の視点では、国際環境レジームは「規範―規則―手続き―行為者ネットワー
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ク」から構成される。シンギュラリティ時代は、このレイヤリングに「アルゴリズム・ガバナン

ス」という新たなメタ層が追加される。暗号学的証明付きデータストリームが排出量をリアルタ

イムで検証し、AI エージェントがカーボンプライスをダイナミックに調整するという仕組みが、

既に EU の「デジタルカーボンパス」（仮称）パイロットで試行されている。   

第三に、概念統合の鍵は「リスク・マネジメント」と「ミッション・マネジメント」の並立だ。

気候危機対応は本質的に損失最小化だが、AGI は同時に再生エネルギーの系統安定化、バイオ炭

や DAC（直接空気回収）の最適配置など、価値創造型ソリューションを提示する。シンギュラリ

ティ後のレジームが成功するか否かは、両者をトレードオフではなく「双曲線的利益関数」で共

最適化できるかにかかっている。 

4 . AGI/ASI がもたらす政策・経済パラダイムシフト   
AGI の到達は、国際競争力を「化石燃料備蓄」から「計算資源・アルゴリズム資産」に劇的に移

行させる。マッキンゼー 2024 年レポートは、AI 主導のネットゼロ市場は 2030 年までに年 4 

兆ドル規模へ拡大し、電力・素材・金融の 3 産業で 70% の付加価値を創出すると試算した。カ

ーボンクレジット取引も、ブロックチェーン上で AI が自動バリデーションを行う「VCM 3.0」

へ移行し、不正排出の検出率が 95% を超える実証が報告されている。   

一方、短期的には「AI 排出問題」が浮上する。推論用 GPU クラスターは年間数十 TWh を消費

し、AI 自身が新たな排出源となるリスクが指摘される。Google DeepMind は 2025 年、モデル

訓練エネルギーを 2030 年までにゼロエミッション電力で賄う「Green Model Pledge」を提案し、

欧州連合は 2026 年の AI 法改正で「エネルギー・カーボン開示義務」を導入する見込みだ。   

経済パラダイムシフトの核心は、AGI による「社会コスト内部化の即時化」である。従来の炭素

価格は年次集計データを基に設定されたが、AGI は衛星と IoT センサーを統合し、建屋単位の

排出係数をリアルタイム把握できる。これにより、カーボンプライシングは「固定税率」から

「動的税－補助金ハイブリッド」に変化し、市場主体のマイクロ意思決定を瞬時に誘導する。金

融セクターでは、気候リスク・スコアリングがナノ秒単位で更新され、ストランデッド資産の価

格是正が早期に進むことで、“カーボンバブル”崩壊リスクを緩和し得る。 

5 . 気候リスク管理の新階層―チッピングポイントからオーバーシュート解決

へ   
TIP‑GAN や Neuro‑Symbolic AI に代表される手法は、ESM（地球システムモデル）が要する数百 

CPU 年の計算を GPU 数日で代替し、AMOC 崩壊や西南極氷床の不安定化シグナルを高精度で検出

する。こうしたアルゴリズムは、チッピングリスクが閾値の 30% に近づいた時点で介入ポート

フォリオを提示し、海洋クラウド・ブライトニング（MCB）や成層圏エアロゾル注入（SAI）の最

小限インパクト配置を自動設計する。   

しかし、技術介入の迅速化は倫理・ガバナンスの論点を際立たせる。AI 主導の地球工学は、国

境を超えた気候影響を伴い、意図せざるフィードバック（生態系被害、モンスーン変化）を引き

起こす恐れがある。AGI の「自己強化学習」が短期の気温低減を最適化するあまり、長期の炭素

循環を悪化させるシナリオも排除できない。   

これを回避するには、AI モデル自体に「プラネタリー・ガードレール」を組み込み、IPCC が提

示する残余炭素予算や地球システム限界値（Rockström et al., 2023）を制約条件として埋め込

む必要がある。また、社会モデル研究が示すように、強い社会規範と高速学習が重なると「ポジ

ティブ社会チップ」が発動し、排出削減が臨界点を先んじて加速する。レジーム設計は、テクノ

ロジー介入と社会行動変容を同時にトリガーするハイブリッド戦略を組み立てる段階へ進んでい

る。 
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6 . 社会選好と倫理―未来選択のディシジョン・アーキテクチャ   
シンギュラリティ時代の倫理課題は、「人間中心設計」では不十分で、マルチスピーシーズ視点

や未来世代の効用をどう内部化するかに収れんする。AGI が政策決定を担う場合、価値関数にど

の倫理理論を採用するか（功利主義、義務論、ケア倫理）は実務的選択を左右する。EU の AI 

Act 改正案では「環境及び社会への体系的リスク」を高リスク AI と位置付け、説明責任と監査

可能性を義務づけたが、超知能のブラックボックス性には依然ギャップが残る。   

一方、分散型 AI（SingularityNET など）や AI 協調ガバナンス案（Millennium Project, 2024）

は、「合意不能な価値多元性」を前提にしたマルチエージェント交渉を提唱する。ここでは、各

主体が自らの効用関数と制約条件をブロックチェーン上で宣言し、AGI はナッシュ解よりパレー

ト超過を優先する「合意アルゴリズム」を実装する。実証研究では、カーボンフットプリントと

経済効用を同時公開することで、分散電源市場の削減率が 18% 向上したケースが報告された。   

倫理面で注目すべきは「気候正義 2.0」である。グローバルサウス諸国は、歴史的排出責任と適

応資金へのアクセス格差を AI プラットフォーム上で可視化し、公平な損失補償スキームをリア

ルタイム計算する試みを進める。これにより、合意形成プロセスは年次交渉から「持続的対話型

プラットフォーム」へと変質し、従来 5〜7 年を要した基金拠出が数ヶ月に短縮される可能性が

ある。 

7 . 日本・アジアにおける戦略的レジームデザイン   
日本は災害多発・高齢化社会という双重リスクを抱える一方、世界第 3 位のデータセンター能

力と高精度センサー基盤を有し、シンギュラリティ時代の気候レジーム形成で中核的役割を果た

し得る。例えば、北太平洋の大気海洋カップリングを監視する「スーパーケルビン・アレー」衛

星群と、5G/LiDAR ベースの都市フラッディング・デジタルツインを連動させることで、タイム

リーな避難・電力リルートが実証されつつある。   

ASEAN 諸国との連携では、再エネ証書（I‑REC）とカーボンクレジットを統合した「ASEAN‑AI 気

候市場」を創設し、アジア域内の再エネ導入コストを 15% 削減する目標が掲げられた。これを

支えるのが、東アジア・スーパーグリッドと量子計算機を組み合わせた需給最適化プラットフォ

ームである。   

さらに、日本の公的金融（JBIC、JICA）と民間メガバンク連合は 2024 年、気候イノベーション

ファンド 5 兆円を組成し、DAC やグリーン水素の諸技術を東南アジアへ展開する計画を発表し

た。AI 駆動のリスク評価により、従来リスクプレミアム 4–6% だった融資が 2% 台に低減し、

プロジェクト実行率が向上している。これらは、シンギュラリティ時代における「テクノロジー

＋金融＋ガバナンス」三位一体モデルのショーケースとなる。 

8 . 行動変容とテクノロジーガバナンスのロードマップ   
終章として、2030 年までのアクションプランを以下に整理する。   

1. データ・オープンサイエンス：衛星/IoT/企業報告データの相互運用 API を国際標準化し、

AGI が取り込める共通データレイヤーを構築する。   

2. AGI 安全サンドボックス：気候モデルに限定した AGI 実証環境を COP 34（2031 年想定）ま

でに整備し、政策実装前のリスク・ガードレールを確認する。   

3. 市民エンパワーメント：個人カーボンウォレットとトレーサブル・クレジットによる「生活

者ダッシュボード」を展開し、行動データを自己決定的に管理可能にする。   

4. 倫理・法制度整備：AI エネルギー開示義務、アルゴリズム監査、気候損失補償の自動執行ス

マートコントラクトを国際条約に組み込む。   

5. 教育・スキル：AI リテラシーと気候科学を統合したカリキュラムを初等教育から導入し、
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「ポストシンギュラリティ世代」の意思決定能力を底上げする。   

これらを同時に進めることで、AGI の加速度を「気候正義とサステナビリティ」へ向けるトラク

ションが確保され、人類は選択の自由を失わずに済む。 
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